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５ 不登校で学校健診を受け難いこどもへの対応 

(1) こどもの状況にかかわらず共通して求められる対応 

ア 学校健診の重要性についての周知啓発 

調査対象とした市町村の教育委員会、小中学校、福祉部局等からは、疾病等を早期

に発見し、早期治療につなげるという学校健診の重要性について、こども及び保護者

の理解が十分でないことから、学校健診の受診につながっていないとの意見が聴かれ

た（表５-(1)-①）。 

 

表５-(1)-① 学校健診についてのこども及び保護者の認識・理解に係る市町村の主な

意見 

区分 意見の内容 

教育委員会 ○ 法的根拠を基に不登校のこどもの家庭に対して学校健診の受

診を働き掛けても、保護者の都合や考えにより受診につながらな

い。 

○ 疾病等を早期発見・早期治療ができるという学校健診の趣旨や

重要性を理解していない保護者がいる。 

○ 脊柱側わん症や虐待の兆候発見のために脱衣が必要であると

いった学校健診の趣旨を保護者やこどもに対して丁寧に説明し

ていく必要がある。 

小中学校 ○ 学校では各家庭の事情に配慮しながら、学校健診の受診勧奨を

行っているが、親子ともにその重要性を感じていないことも多

い。 

○ 学校健診を大事ではないと考え、受診しないこどもや家庭は多

いと思う。そうした意識のまま、社会に出ると会社での健康診断

も受診せず、必要な治療を受けることが遅れてしまい大変な事態

となってしまう。そうならないために養護教諭として学校健診は

重要であると感じている。 

福祉部局等 ○ ネグレクト傾向にある家庭の場合、食事がおろそかになりがち

で健康意識は高くなく、保護者がこどもに学校健診を受けさせよ

うとは思わない。 

○ 不登校期間中の生活で、保護者が、こどもの心身に不調や支障

を感じていない場合、学校健診につなげることはハードルが高い

（学校健診の必要性を感じてもらうことが難しい場合が多い。）。 

（注） 当省の調査結果による。 
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アンケート調査結果では、学校健診を受けなかった理由に関する質問において、 「学

校健診の必要性を感じていない」旨の回答をした保護者がみられ、上記の市町村の意

見を裏付けているといえる（表５-(1)-②）。 

くわえて、回答の中には、 「その時点でのこどもの体調が悪くなかった」、 「こどもの

不調を感じなかった」との理由を挙げている保護者も確認できた。ただし、医療機関

からは、上記４でも言及したとおり、例えば、心疾患や腎疾患は初期では無症状であ

ることから、保護者やこども本人で気が付くことができないため、学校健診を通じた

早期発見が重要であるとの見解が聴かれている。実際に、今回の調査の中でも、中学

１年生から不登校であったこどもが中学３年生で学校健診 （尿検査）を受診した結果、

たん白及び潜血陽性が判明し、医療機関受診の結果、慢性腎臓病と診断された事例を

確認している（表４-①と同事例）。よって、何らかの症状を踏まえたかかりつけ医等

の診療と学校健診は別のものであり、学校健診の目的が疾病等のスクリーニングであ

ることを保護者によっては十分に理解していないものと考えられる。 

 

表５-(1)-② 学校健診の必要性を感じていないとする保護者の主な意見 

意見の内容 

○ こどもが行きたがらない上に、保護者として、学校健診の必要性はさほど感じ

なかったため。強く要求された尿検査のみを提出した。 

○ こどもの状況から学校健診は不要だと判断したため。学校からは個人的に医療

機関に行って健康診断を受けるように指導されたが断った。 

○ 特にこどもの体調は悪くなく、学校健診を受ける必要がないと判断した。 

○ こどもの不調等は感じられなかったために、連れて行かなかった。 

○ こどもの体調に心配な点がなかったため。身長や体重は医療機関で時折計測し

ている。 

○ こどもが病気になったら、その都度医療機関に行くため、学校健診を受ける必

要がない。 

○ 何かあれば受診するので、絶対に学校健診を受けたいという希望がなかったた

め。こどもも希望せず、無理に行かせると親子関係が悪くなると思ったため。 

○ 学校健診に興味がなかったため。 

（注） 当省の保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査における学校健診を受診しなかった

理由に関する自由記述の回答から抽出した。 

 

上記の状況を踏まえ、学校健診の重要性について、こども及び保護者に対する周知

啓発を図る余地があると考えられ、調査対象とした市町村からも、国に対して取組を

求める意見が聴かれた（表５-(1)-③）。 
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表５-(1)-③ 学校健診の重要性の周知啓発に関する取組を国に対して求める市町村

の主な意見 

区分 意見の内容 

教育委員会 ○ 国には、学校健診の重要性について、より広く保護者に周

知するための取組を行ってほしい。 

○ 学校健診の趣旨や重要性について分かりやすく伝えられ

るチラシを国が作成し、国から各家庭に対して、ＳＮＳやウ

ェブページ等で周知してほしい。 

福祉部局等 ○ こどもの健康状態について、福祉や保健などの各支援機関

が常日頃から面談等を通じて注視しているところであるが、

不登校のこどもは学校健診を受診できていないため、国から

学校等を通じて、学校健診の受診の必要性を広める必要があ

ると思う。 

○ 自分の身長や服のサイズ、足の大きさを含めて健康への関

心が薄いこどもが見受けられる。体重の増減だけでなく自身

の体や健康について知ろうとするこどもを増やすような取

組や教育課程を増やしていただきたい。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

そもそも学校健診の重要性の理解が学齢期のこども及びその保護者に浸透していな

ければ、次項目以降で述べる不登校のこどもの健康診断・健康管理に係る取組をいく

ら行っても十分な効果を上げ難いため、学齢期のこども及びその保護者に対しては、

学校健診の重要性に関する周知啓発を日頃から今まで以上に行うことが求められる。 

 

【所見】 

文部科学省は、学校健診の重要性を分かりやすく説明した資料の作成・掲載・教

育委員会への提供等を通じて、たとえ症状がなくても学校健診を受ける必要性のあ

ることなどをこども及び保護者が認識できるよう、学校健診の重要性に関する周知

啓発を図ること。 

 

イ 学校健診の実施に関する情報の確実な周知 

アンケート調査結果によると、校内の学校健診を受診しなかった理由として、「学校

から、学校健診の実施について事前連絡がなかった又は当日までに気付かなかった。」

と回答した保護者等 （アンケートに回答した保護者及びこども（高校生）をいう。以下

同じ。）が 355件 （全回答 1,671件のうち 21.2％）確認できた （表３-(2)-③）。この結

果から、学校健診を実施するに当たっての学校による周知に課題があり、受診に至ら

なかったと認識している家庭が一定数存在することがうかがえる。その回答のうち、
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さらに事情を確認すると、 「ⅰ）学校からの連絡が紙の配布のみで、受け取れなかった

又は受け取るまでに時間がかかった。」とする回答が 205件 （57.7％）と最も多く、次

いで、 「ⅱ）そもそも学校からの連絡がない。」とする回答も 53件（14.9％）みられた

（表５-(1)-④）。よって、周知上の最も大きな課題は、紙の配布のみにとどまってい

るという点であり、それが保護者等にとって学校健診の受診に至らない要因の一つと

なっていることが推察される。くわえて、アンケート調査における保護者から行政や

学校への要望においても、学校からの手紙だと学校健診の案内が遅くなるといった意

見があった（表５-(1)-⑤）。 

なお、小中学校に対する調査においても、養護教諭から担任教員に対して不登校の

こどもまで漏れなく周知するよう依頼しているわけではないため、学校健診があるこ

とを知らないまま終わっていた、という家庭もあると思われるとの見解も聴かれたと

ころである。 

 

表５-(1)-④ 学校健診を受診しなかった主な理由を事前連絡がなかった又は当日ま

でに気付かなかったと回答した件数及びその事情 

学校健診を受診しなかった主な理由 件数 

学校から、学校健診の実施について事前連絡がなかった又は当日

までに気付かなかった。 

355 

（21.2％） 

 ⅰ）学校からの連絡が紙の配布のみで、受け取れなかった又は

受け取るまでに時間がかかった（連絡手段がメールや連絡ア

プリなどでデジタル化されていない。）。 

205 

［57.7％］ 

ⅱ）そもそも学校からの連絡がない。 
53 

［14.9％］ 

ⅲ）学校からの連絡は見ないようにしている。 
46 

［13.0％］ 

ⅳ）メールや連絡アプリなどで学校健診の実施についてお知ら

せはあったが、気付くのが遅くなった。 

24 

［6.8％］ 

ⅴ）その他 
27 

［7.6％］ 

（注）１ 当省の保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査結果による。 

２ （ ）内は、学校健診を受診しなかった理由に関する全回答件数（1,671 件）に対する割合で

ある。 

３ ［ ］内は、「学校から、学校健診の実施について事前連絡がなかった又は当日までに気付か

なかった。」と回答した 355 件に対する割合である。 
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表５-(1)-⑤ 学校健診の案内に関する保護者の主な意見 

意見の内容 

案内の遅延や方法等に関する意見 

 ○ 学校健診の案内は、学校からの手紙だと届くタイミングが遅いこともあるた

め、直接郵送やメール等で案内いただけると有り難い。 

○ こどもが不登校だと、学校健診の案内が、学校健診の終わった後や直前に来

ることが多い。 

○ 学校に行けていない場合、先生とコンタクトを取りたくない場合がある。そ

の場合は学校を通さず、事前に登録等をしておいて、学校健診の案内を直接も

らえるとよかった。 

○ 学校からではなく、直接家庭へ案内をしてほしい。 

案内がない、案内を希望する意見 

 ○ 学校から学校健診の案内が来ないので、いつ開催されているか分からない。

年間スケジュール表に記載があったとしても、いつ、どこへ行けばよいかも分

からず３年間学校健診を受けていない。お知らせはいただきたい。 

○ 学校健診の案内について、毎年度、学級担任が変わる度にしつこくお願いし

てようやく共有してもらえる。共有してもらえず 11 月まで督促し続けなけれ

ばならない学級担任もいた。 

○ 学校健診は、保護者から情報提供を求めなければ、全く受診出来なかったと

思う。 

○ 保護者からアクションをとらなければ、学校から費用関係以外の話は来な

い。学校健診は気にしていなかったため、そのままになってしまった。 

○ 不登校を選択すると学校から放置され、学校健診の案内が届かない。 

（注） 当省の保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査における悩み・不安、行政・学校

への要望等に関する自由記述の回答から抽出した。 

 

アンケート調査で「学校からの連絡が紙の配布のみで、受け取れなかった又は受け

取るまでに時間がかかった。」と回答した保護者等について、こどもが実際に通ってい

た学校が学校健診の前にどのような連絡を行っていたかは確認できないが、調査対象

とした小中学校のうち 42校において、学校健診の日程等についての家庭への連絡手段

を確認したところ、連絡アプリ等でデジタル化せず、紙の配布のみで行っている小中

学校が約４割を占めていた（図５-(1)-①）。 
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図５-(1)-① 調査対象とした小中学校における学校健診の日程等の周知方法 

 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ （ ）内は、調査対象とした小中学校 42 校に対する割合である。 

 

42 校の中には、家庭への連絡に連絡アプリ等のデジタルツールの使用の有無にかか

わらず、不登校のこどもの家庭に対して、担任教員や養護教諭が電話をしたり （22校）、

家庭訪問を行い口頭で保護者に伝達したり（17校）といった方法で確実な周知に努め

ている学校もみられ、デジタルツールを使わないことをもって、直ちに周知方法に問

題があるとはいえない（図５-(1)-②）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紙＋デジタル

紙のみ

25校

（59.5％）

17校

（40.5％）

※デジタルのみ

０校



37 

 

図５-(1)-② 不登校の家庭に対して、調査対象とした小中学校が取り組んでいるとし

た学校健診の日程等の周知方法に係る工夫 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ １校当たりで実施している取組を全て計上しているため、合計数は調査対象とした小中学校 42

校に一致しない。 

 

一方で、アンケート調査結果では、不登校のこどもを養育する家庭では、学校健診

に限らず、学校からの情報の受取に支障や遅れを感じている意見が一定数みられた。

くわえて、ＩＣＴを活用したタイムリーな情報共有を求める意見やせっかくデジタル

ツールが用意されているにもかかわらず学校側が十分に活用できていないと指摘する

意見も確認できた。 

以上の調査結果より、学校健診の案内を時間的な余裕をもって確実に受け取りたい

と考える保護者がいる中で、伝達の速さや検索の容易さといったデジタルツールの長

所を活用し、周知方法の改善を図っていく必要があるものと考えられる。 

なお、アンケート調査では、不登校のこどもを持つ保護者の中に、 「学校からの連絡

を見ないようにしている。」旨の回答をした者が少なからず見受けられる。こういった

家庭にも漏れなく情報を届けるためには、市町村において、学校以外のルートによる

周知（学校からの連絡事項について福祉部局等を通じた伝達等）も検討することが望

ましい。 

 

【所見】 

文部科学省は、不登校のこどもの家庭に対する連絡手段としてデジタルツールも

有用であることを踏まえ、家庭に対する学校健診のお知らせを含めた各種周知事項
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について、迅速・確実な伝達が実施されるよう、教育委員会に対し、連絡手段の選

択肢の一つとしてデジタルツールの活用を促すこと。 

 

 

(2) 学校を訪れることへの拒否感が比較的弱いこどもへの対応 

調査対象とした小中学校においては表３-(1)-①のとおり、令和７年度９月末時点で不

登校のこどものうち、同年度の登校日をほぼ全て欠席しているこどもは、小学校で 17.7％、

中学校では 22.0％と少数派であり、断続的にせよ登校しているこどもの方が多かった。

別室登校（保健室登校等）で教室には入れないといった事情はあっても、学校を訪れる

こと自体は可能なこどもであれば、学校内において受診時間を同級生と別にする、他学

年の受診日に受診させるといった措置をとることで受診は可能な場合が多いと考えられ

る。 

そういった措置が学校においてどの程度とられているのかを確認するため、内科、耳

鼻咽喉科、眼科及び歯科については小中学校 （52校）、市町村単位で一括手配することの

多い尿検査及び心電図については教育委員会 （19機関）ごとに、学校健診を定められた

日時に受診できなかったこどもに対する代替措置の実施状況を調査した。 

その結果、小中学校においては、「他学年の実施日・時間帯の受診を可能とする。」こ

とによって配慮をしている学校が 35校 （67.3％）と最も多く、52校全てで何らかの代替

措置を一つ以上は講じていた。また、教育委員会においても、尿検査については「検体

の提出機会を複数回（日）設けている。」とする配慮が最も多く 17機関 （89.5％）、心電

図については「近隣校での受診を可能とする。」措置を講じているのが最も多く 14 機関

（73.7％）であった。教育委員会も同様に、19機関全てで何らかの代替措置を一つ以上

実施しており、教育委員会、学校ともに一切配慮していないケースはみられなかった （表

５-(2)-①）。 

 

表５-(2)-① 学校健診を定められた日時に受診できなかったこどもに対する小中学校

及び教育委員会による代替措置の実施状況 

代替措置の内容（注２） 学校・委員会数 

＜小中学校＞内科、耳鼻咽喉科、眼科及び歯科（注５） － 

 
ⅰ）他学年の実施日・時間帯の受診を可能とする。 

35 

（67.3％） 

ⅱ）学校医の医療機関で健康診断を受けることができる。 
23 

（44.2％） 

ⅲ）実施日内で他のこどもと受診時間をずらす。 

（学校健診の開始前や終了後など。） 

19 

（36.5％） 

ⅳ）予備日を設定する。 ５ 
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 （欠席者等を想定し、後日、受診できる機会を設けている。） （9.6％） 

ⅴ）近隣校での受診を可能とする。 
４ 

（7.7％） 

上記ⅰ）～ⅴ）いずれかを一つ以上実施 
52 

（100％） 

＜教育委員会＞尿検査 － 

 
ⅰ）検体の提出機会を複数回（日）設けている。 

17 

（89.5％） 

ⅱ）近隣校の検体回収日に持ち込むことができる、又は、近隣

校の検体回収時に合わせて、事業者に回収を依頼している。 

５ 

（26.3％） 

ⅲ）委託先の医療機関等に検体を直接提出できる。 
４ 

（21.1％） 

ⅳ）教育支援センターで受診ができる。 
２ 

（10.5％） 

上記ⅰ）～ⅳ）いずれかを一つ以上実施 
19 

（100％） 

＜教育委員会＞心電図 － 

 
ⅰ）近隣校での受診を可能とする。 

14 

（73.7％） 

ⅱ）予備日を設定する。 
10 

（52.6％） 

ⅲ）委託先の医療機関等で受診できる。 
８ 

（42.1％） 

上記ⅰ）～ⅲ）いずれかを一つ以上実施 
19 

（100％） 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 代替措置の対象は不登校のこどもに限らず、定められた日時に受診できなかった他のこどもを含

む。 

３ １校又は１機関当たりで実施している代替措置を全て計上しているため、合計数は本項目で調査

した学校数（52 校）又は教育委員会数（19 機関）に一致しない。 

４ （ ）内は、学校であれば本項目で調査した学校数（52 校）、教育委員会であれば本項目で調査

した教育委員会数（19 機関）に対する割合である。 

５ 内科、耳鼻咽喉科、眼科及び歯科の診察科目のうち、一つの診察科目でもⅰ）～ⅴ）の代替措置

を講じていることが確認できたものを計上している。 

 

他方、アンケート調査結果によると、校内の学校健診を受診しなかった理由として、

「学校健診の日程は事前に把握していたが、他の子と違う日時に受診できるようにする

などの配慮がなかったので、受診できなかった。」と回答した保護者等が 474 件（全回答

1,671 件のうち 28.4％）に上り、理由としては２番目に多い回答であった （表３-(2)-③）。 
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また、実際にこのような配慮は、不登校のこどもの心情としてどのような受け止めに

なるのか、こどもに対するアンケート調査において確認を行った。その結果、健康診断

を受けやすくなるとの回答が最も多かった配慮は、学校以外の場所（医療機関等）での

受診であった （学校外での健康診断については項目５(3)参照）ものの、学校内において

も友達や先生に会わないように配慮することで受けやすくなるとの認識が 314 件と多数

派であったほか、家族と一緒であれば学校内でも受けやすいとの認識も 209 件と一定数

みられたことから、これらの配慮は受診のハードルを下げることに寄与する対応である

ことがうかがえる（表５-(2)-②）。 

 

表５-(2)-② 健康診断を受けやすくする工夫・配慮に関する不登校のこどもの認識 

（単位：件） 

質問の内容 はい いいえ わからない 

他のお友達や先生と会わないようにすれ

ば、学校で健康診断を受けやすかったと思

いますか。 

314 

（42.8％） 

224 

（30.5％） 

196 

（26.7％） 

おうちの人と一緒であれば、学校で健康診

断を受けやすかったと思いますか。 

209 

（28.5％） 

315 

（42.9％） 

210 

（28.6％） 

学校以外の場所（病院など）であれば、健

康診断を受けやすくなると思いますか。 

431 

（58.7％） 

134 

（18.3％） 

169 

（23.0％） 

おうちで健康診断を受けられるのであれ

ば、健康診断を受けやすかったと思います

か。 

408 

（55.6％） 

169 

（23.0％） 

157 

（21.4％） 

オンラインで健康診断を受けられるのであ

れば、健康診断を受けやすかったと思いま

すか。 

356 

（48.5％） 

192 

（26.2％） 

186 

（25.3％） 

（注）１ 当省のこども（小中学生）向け及びこども（高校生）向けアンケート調査結果による。 

２ 各設問の回答件数は 734件であり、（ ）内は、各設問の回答件数に対する割合である。 

 

以上の調査結果を踏まえると、学校を訪れることへの拒否感が比較的弱く、断続的に

せよ登校しているこどもを念頭に置いた場合、同級生や先生等と会わないという配慮を

することで、校内 （他校も含む。）で学校健診を受けやすくできる形を整えることが望ま

しい。その点、現に多くの学校では、他学年の実施日・時間帯に受診することを可能と

したり、同学年の実施日であっても同級生の健康診断の開始前や終了後に時間をずらし

て受診の機会を確保したりといった配慮を行っている。ただし、アンケート調査結果の

とおり、学校から配慮されていないと感じる保護者等が相当数いることも確認できたた

め、まずは学校内での配慮を行っていない学校・教育委員会があれば、代替措置が実施
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されるようにすることで、不登校のこどもや保護者が学校内で受診しやすいと感じられ

る環境を整えることが必要である。 

 

【所見】 

文部科学省は、不登校のなかでも特に比較的学校に通うことのできているこどもに

ついては、校内で学校健診が実施されるに当たり、同級生と日時をずらした受診を可

能とするなど、こどもにとって受診しやすくなるような配慮がなされるよう、教育委

員会に対し周知すること。 

 

 

(3) 学校を訪れることへの拒否感は強いが、外出は不可能ではないこどもへの対応（ただ

し、家庭環境や親子関係が複雑でない場合） 

ア 学校医の医療機関での受診 

上記３(1)のとおり、学校健診の全科目を受診しなかったこども及び代理提出が可能

な尿検査以外の全科目を受診しなかったこどもは、登校日にほぼ欠席の傾向があり、

学校を訪れること自体が非常に難しい状態にあるとみられる。そのようなこどもにつ

いては、上記５(2)のような校内での受診をしやすくするための対策の効果は限定的と

考えられる。 

保護者等に対するアンケート調査結果においても、校内の学校健診を受診しなかっ

た理由として、「学校健診の日程は事前に把握しており、他の子と違う日時に受診で

きるようにするなど配慮してくれたが、こどもが学校に行くことが難しかった。」と

回答した件数が 563件（全回答 1,671件のうち 33.7％）で最も多く、同質問の「そ

の他（自由記述）」でも「日程の事前把握や配慮の有無にかかわらず、こどもが学校

に行くことを嫌がるため、学校健診は受診できなかった。」旨の回答が 107件と一定

数確認された。このように学校内で受診できるよう配慮をしたとしても、結局は学校

で行われる以上、学校に行くこと自体の拒否感から受診が困難であるとする回答が非

常に多い結果となった（表３-(2)-③）。また、行政や学校に望む支援を尋ねた質問に

対しては、自由記述にもかかわらず、学校健診を校外で実施してほしいという保護者

等の意見が 150件と多数みられた（表５-(3)-①）。 

 

表５-(3)-① 学校健診を校外で受診することを望む保護者の主な意見 

意見の内容 

○ 校内での学校健診以外にも、医療機関で受けられるなどの選択肢があれば受け

やすくなると思う。 

○ 学校以外の場所で、本人の状態のよい時に予約などせずとも行ける機関がある

と有り難い。 
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○ 校内での学校健診を受けるのは難しいので、学校外で受けられる仕組み又は医

療機関で健康診断を目的とした無料受診があると有り難い。 

○ 学校で受けられない事情がある場合、別の場所でも受けられる等の配慮や、そ

の案内がもらえると、受けた方がよいと意識すると思う。 

○ 学校で受診できなかった場合に別日で医療機関にて受診できるようにしてほし

い。 

○ こどもは学校内に入ることも怖くて難しいので、代わりに健康診断は医療機関

にて無料で実施してほしい。 

○ 学校健診はなんとか校内で受けたが、学校に行けないのに学校に来て受けてく

ださいというのはおかしい。学校以外で受ける場所を確保してほしい。学校との

やり取り自体がストレスになって、親も苦しい。学校の理解が足りないと感じる

ことが多い。 

○ 息子は在校生の有無にかかわらず学校に行きたくないので、学校以外で健康診

断を受けられるようにしてほしい。 

○ 不登校であれば無理に登校させて受診するように促すことはやめていただきた

い。受診についてはこちらからお願いしなくても地域の医療機関で受診できるよ

うに案内していただけると有り難いと思う。 

○ 別の日でも受診できる配慮を学校からはほしい。また、学校に行けないこども

の場合は、学校以外の健康診断場所があれば、もしかしたら行けるかもしれない。 

○ 保健センターや医療機関で健康診断が受けられるようにしてほしい。校舎にす

ら入りづらい、入りたくないこどもは学校健診が受けられない。役所も学校も配

慮が足りない。 

○ 不登校の子がこれだけ増えているなら、公民館や保健センターなどで日程を決

めて受けられるようにしてくれると有り難い。学校に行くことがハードルの高い

こどもも多いと思う。 

○ 不登校の生徒が受診できる日で、教育委員会主導で市民医療センターや保健セ

ンターなどの公的機関を利用して健康診断を実施してほしい。 

○ フリースクールに通学している生徒も在籍校以外で健康診断を受けられるよう

にしてほしい。 

（注） 当省の保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査における悩み・不安、行政・学校へ

の要望等に関する自由記述の回答から抽出した。 

 

くわえて、こどもに対するアンケート調査においても、健康診断を受けやすくなる

配慮として、最多となったのが、学校以外の場所（医療機関等）での受診とする回答で

あった（「学校以外の場所（病院など）であれば、健康診断を受けやすくなると思いま

すか。」の質問に対して「はい」と回答した件数が 431 件、全回答 734件のうち 58.7％。

表５-(2)-②）。 
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これらのアンケート調査結果より、保護者、こどもともに学校外で健康診断を受け

られるようにしたいとの希望は強いものと考えられる。したがって、学校への拒否感

が強いこどもの受診機会確保の観点から、医療機関等、学校外における受診機会の設

定は非常に重要である。 

学校医は、学校健診を担う医師であり、小中学校の中には、不登校等により校内で

学校健診を受けられないこどもについて、学校医の医療機関で受診可能としている学

校もある。調査対象とした小中学校 52 校のうちでは、23 校において同取組を実施し

ていた（表５-(2)-①）。アンケート調査結果でも、学校医の医療機関で受診できると

いう連絡を受けた旨の保護者等の回答が相当数あったことから、学校医の医療機関で

の健康診断は、広く普及している状況ではないが、市町村や個々の学校の判断で実施

されている例は、少なくないとみられる。 

なお、取組を行っていた 23校の所在地は９市町村であるが、このうち７市町村では

教育委員会が主体的に調整等を行うことにより市町村単位で実施しており、それ以外

の２市町村では学校単位で実施している状況であった。また、学校医の医療機関で受

診できる科目も市町村や学校ごとに様々であった（表５-(3)-②）。 

 

表５-(3)-② 学校医の医療機関で受診可能としている学校における診察科目別の対

応状況 

市町村の教育委員会が一括して調整等を実施しているケース 

 
市町村名 学校名 

学校医の医療機関で受診可能としている診察科目 

内科 耳鼻咽喉科 眼科 歯科 

Ａ市町村 

ａ小学校 ○ ○ ○ ○ 

ｂ中学校 ○ ○ ○ ○ 

ｃ中学校 ○ ○ ○ ○ 

Ｂ市町村 
ｄ小学校 ○ － － ○ 

ｅ中学校 ○ － － ○ 

Ｃ市町村 
ｆ小学校 ○ ○ ○ ○ 

ｇ中学校 ○ ○ ○ ○ 

Ｄ市町村 

ｈ小学校 ○ ○ ○ ○ 

ｉ中学校 ○ ○ ○ ○ 

Ｅ市町村 

ｊ小学校 ○ ○ ○ ○ 

ｋ中学校 ○ ○ ○ ○ 

ｌ中学校 ○ ○ ○ ○ 

Ｆ市町村 

ｍ小学校 ○ － － ○ 

ｎ中学校 ○ － － ○ 

ｏ中学校 ○ － － ○ 



44 

 

Ｇ市町村 

ｐ小学校 ○ ○ ○ ○ 

ｑ中学校 ○ ○ ○ ○ 

ｒ中学校 ○ ○ ○ ○ 

小計 18校 13校 13校 18校 

学校ごとに独自に調整し実施しているケース 

 
市町村名 学校名 

学校医の医療機関で受診可能としている診察科目 

内科 耳鼻咽喉科 眼科 歯科 

Ｈ市町村 
ｓ小学校 － ○ ○ － 

ｔ中学校 ○ － － － 

Ｉ市町村 

ｕ小学校 ○ ○ － ○ 

ｖ中学校 ○ － － ○ 

ｗ中学校 ○ － － － 

小計 ４校 ２校 １校 ２校 

合計 22校 15校 14校 20校 

（注） 当省の調査結果による。 

 

学校医の医療機関で健康診断を受ける場合、複数の医療機関（内科、耳鼻咽喉科、眼

科及び歯科）を回らないといけないため手間がかかる面はあるが、一方で、医師がこ

どもの扱いに慣れている、学校医の医療機関は学校の近隣にあることが多いため比較

的アクセスが良い、基本的に診療時間内であれば受診側の都合の良い日時に受診でき

るといったメリットがあるため、受診方法の多様化の一方策として有意義と考えられ

る。 

実際に、調査対象とした小中学校で、不登校のこどもの健康診断受診状況を、学校

医の医療機関で受診可能としている学校とそうでない学校との間で比較すると、受診

可能としている学校の方が、内科、耳鼻咽喉科、眼科及び歯科のいずれの診察科目に

おいても、高い受診率であった（表５-(3)-③）。 

 

表５-(3)-③ 校内の学校健診の代替措置として、学校医の医療機関での受診を可能と

する取組を実施している学校と未実施の学校それぞれにおける不登校の

こどもの受診率の比較 

区分 

学校医の医療機関での受診を可能

とする取組を実施しているか 

実施 未実施 

＜内科＞ － － 

 学校数 22校 30校 

学校健診の対象となる不登校のこどもの数 344 人 520 人 
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 受診者数 156 人 153 人 

受診率 45.3％ 29.4％ 

＜耳鼻咽喉科＞ － － 

 学校数 15校 37校 

学校健診の対象となる不登校のこどもの数 217 人 408 人 

 受診者数 90人 130 人 

受診率 41.5％ 31.9％ 

＜眼科＞ － － 

 学校数 14校 38校 

学校健診の対象となる不登校のこどもの数 196 人 439 人 

 受診者数 80人 112 人 

受診率 40.8％ 25.5％ 

＜歯科＞ － － 

 学校数 20校 32校 

学校健診の対象となる不登校のこどもの数 302 人 562 人 

 受診者数 118 人 128 人 

受診率 39.1％ 22.8％ 

（注） 当省の調査結果による。 

 

（参考：箱ひげ図による分布比較） 

上記表５-(3)-③における「受診率」は、学校医の医療機関での受診を可能とする

取組を実施している学校群とそうでない学校群において、学校群ごとの 「学校健診の

対象となる不登校のこどもの数」の総計を分母とし、学校群ごとの 「受診者数」の総

計を分子とし、算出している。この算出方法では、大規模かつ極端に高い又は低い受

診率となる学校 （外れ値）が含まれる場

合、その影響を受ける可能性がある。 

その影響を避けるため、箱ひげ図によ

る各学校の分布比較を行ったものが下

図である。この比較においても、内科、

耳鼻咽喉科、眼科及び歯科いずれの診察

科目でも中央値及び箱の位置（第１～３

四分位数）について、取組を実施してい

る学校の方が高い結果を示している。 
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図５-(3)-① 学校医の医療機関での受診を可能とする取組を実施している学校と未

実施の学校それぞれにおける受診率の分布比較 

  

  
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 各図において、「○」は構成する各学校の受診率、「×」は平均受診率、四角形内の横線は受

診率の中央値を意味している。 

 

学校医の医療機関における健康診断の実施については、調査対象とした教育委員会

や小中学校からも、不登校等により学校内で受診できなかったこどもへの受診機会の

提供の観点で適当であるとの意見があったが、併せて、地元医師会との円滑な調整の

ために、全国的な動きであることを伝えられるような情報を国から提供してほしい旨

の要望も聴かれた（表５-(3)-④）。 

 

表５-(3)-④ 学校医の医療機関における健康診断の実施に係る市町村の主な意見 

意見の内容 

学校医の医療機関での受診について有意義、有効であるとする意見 

 教育委員会 ○ 不登校のこどもも校内で学校健診を受けられなくても、家庭

から学校医に連れて行ってもらえさえすれば無料で受診できる

ことを、もっと丁寧に説明をして活用してもらうようにしてい

きたい。 
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○ 現在、一部の学校で行っている学校医の医療機関での受診に

ついて、市全体の制度として確立することで一定の受診は見込

めると思われる。 

○ 校内での学校健診の未受診者については、学校医又は市が指

定する医療機関において受診できることが最も望ましい。ただ

し、医師会及び歯科医師会が協力してくれるのか、また、同会の

協力が得られたとしても、個別の学校医又は市が指定する医療

機関が協力してくれるかの懸念はある。 

小中学校 ○ 学校医の医療機関やかかりつけ医で個別に健康診断を無料で

受診できる仕組みが整備されれば、より受診しやすい環境が確

保できると考える。一方で、こうした仕組みの実現には、医療機

関との調整、費用負担の在り方、制度運用に係る事務量の増加

などの課題が想定され、制度設計には慎重な検討が求められる。 

○ 校内での学校健診が未受診のこどもは、学校医の医療機関や

かかりつけ医で受診できるようになれば良いと思う。その場合、

医師会が協力してくれるか、学校医に別途支払う費用について

予算を確保できるかが課題になると考えられる。 

○ 校内での学校健診が未受診となっているこどもへの対応につ

いて、学校医又は市内の医療機関において健康診断を受診でき

るようになるとよい。ただし、学校医が総合病院の勤務医の場

合に対応可能か、医療機関が遠方の場合は受診が困難なのでは

ないかといったような課題が考えられる。 

学校医の医療機関での受診を実施するに当たって国に取組を求める意見 

 教育委員会 ○ 校内での学校健診が未受診の場合は、制度として学校医の医

療機関で受診できればよい。 

○ 学校医の医療機関での受診については、医師会等への協力依

頼と協議が必要である。医師会が複数の市町村の広域圏で構成

されていることもあり、国から医師会に対して、学校医として

学校外における健康診断の協力の要請があれば各市町村も協議

がしやすい。 

○ 医師会及び歯科医師会へ協力を依頼するきっかけとなるよ

う、また、全国的な動きであることを同会へ伝えられるよう、国

から日本医師会等に対し、「医師会及び歯科医師会は、学校医等

の医療機関で健康診断を受診できるよう態勢を整えること。」、

「学校医等の医療機関で健康診断を受診可能とするよう自治体

から要請があった場合は、前向きに協力を検討すること。」とい

った内容の協力依頼文を発出してほしい。 
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 小中学校 ○ 国から医師会に対し、協力依頼文が発出され、制度として無

償化されるとよい。 

○ 学校医又はかかりつけ医での健康診断の受診が無料でできる

よう、各学校の独自の対応に任せるのではなく、国から医師会

等への協力依頼を発出し、全国統一的な仕組みを構築してほし

い。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

【所見】 

文部科学省は、教育委員会に対し、学校医の医療機関での受診を可能としている

例の紹介等を行い、当該取組の普及に努めること。 

 

イ 総合病院等での受診機会の設定 

学校医の医療機関での受診を可能としても、受診するとなると複数の医療機関を回

らねばならず、こども及び付き添う保護者の負担が重いことから、アンケート調査結

果では、医療機関で健康診断を受診しなかった理由として「複数の医療機関を回らな

ければならないことが負担」とする回答が 144 件（全回答 570件のうち 25.3％。表３

-(2)-⑤）みられ、行政や学校への要望に係る自由記述においても、一回で完結する形

での受診を要望する意見が多くみられた（表５-(3)-⑤）。 

 

表５-(3)-⑤ 健康診断を学校外の一つの箇所でまとめて受診したいという要望、また、

複数の医療機関を回ることを負担とする保護者の主な意見 

意見の内容 

○ 欠席した日の学校健診の診察科目について、複数の指定医療機関に出向く負担

は大きかった。職場の健康診断のように、まとまった形かつ学校外で（可能であ

れば複数日程から選べる形で）受けられるとよい。 

○ 学校指定の医療機関での健康診断は受けてくれたので、最低限の健康状態を知

ることができ、安心につながり有り難かったが、複数の知らない場所にある指定

医療機関を受診することは、当時共働きでもあったため大きな負担であった。 

○ 年度始めの学校健診を完全欠席した際、個別受診先が内科、耳鼻咽喉科、眼科

及び歯科で指定医療機関や予約方法等がバラバラで、煩雑過ぎた。 

○ こどもは毎日楽しくフリースクールに通っており、本人の大切な居場所となっ

ている。校内での学校健診は複数日にわたるため、全ての学校健診を受けるため

にはフリースクールを複数日欠席する必要が生じ、フリースクールが大好きなこ

どもにとってハードルが高い。また、個人で健康診断を受けるために各診察科目

の学校医の医療機関に出向いて全てを受診するのは何日も要し非常に大変だっ
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た。一日だけで全ての診察科目が完結する、不登校の子を対象にした健康診断を

開催してもらえるととても有り難い。 

○ 校内での学校健診を受けられなかった場合、医療機関はバラバラに予約する必

要があり、受診をするのに何日も要する。学校外で定期的な健康診断をまとめて

受けられると助かる。 

○ 校内の学校健診の代替手段は、診察科目ごとに、別の医療機関に行かねばなら

ず、体力の落ちている不登校のこどもには、コンプリートが難しい。また、素人

の保護者から見て、「異常なし」だろうと思われると、学校健診と同等の簡潔な診

察だけのために幾つもの医療機関をはしごすることの労力に見合ったメリットが

感じられない。 

○ 教育委員会発行の健康診断受診票があれば、指定医療機関での健康診断の費用

は、自己負担無しとなるが、その受診票の紙は、診察科目ごと、校内の学校健診

が終わってから、バラバラと渡され、非常に不便。診察科目ごとに、単科のクリ

ニックを指定されているので、不登校のこどもがコンプリートするのは、かなり

ハードルが高い。 

（注） 当省の保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査における悩み・不安、行政・学校

への要望等に関する自由記述の回答から抽出した。 

 

上記のような保護者の要望に応える方法としては、ⅰ）学校外の公的施設において

一日で健康診断を受けられる機会を設ける、ⅱ）総合病院でこども向け健康診断の機

会を設けるといった方法が考えられる。 

上記のうちⅰ）については、不登校等により学校健診を定められた日時に受診でき

なかったこどものために、教育支援センターに健康診断の実施に必要な医師（内科、

耳鼻咽喉科、眼科及び歯科）に集まってもらい、ワンストップで健康診断を受けられ

る機会を設けている市町村がある（表５-(3)-⑥）。 

 

表５-(3)-⑥ 学校健診を定められた日時に受診できなかったこどもに対し、教育支援

センターにおいて自己負担なくワンストップで健康診断を受けられるよ

うにする取組 

取組の内容 

実施市町村 中核市 

実施主体 教育委員会 

実施経緯 
市議会での質問を踏まえて取組方針を検討し、各医師会とも調

整の上、令和７年度から２年間、試行的に本取組を実施 

取組の目的 
校内での学校健診未受診者に対して、学校保健安全法に基づく

受診を徹底するため。 
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実施方法 

・ 令和７年度は、６月下旬のうち１日 （13:30～15:30）の開催 

・ 市の教育支援センターに内科、耳鼻咽喉科、眼科及び歯科医

をそれぞれ１人ずつ呼び、ワンストップで健康診断を受けるこ

とが可能 

・ 案内を受け取った保護者が、受診を希望する場合は、学校に

連絡。問診票をあらかじめ受け取っておき、保護者同伴で来場

して受診 

実績・効果 

・ 令和７年度における本取組による健康診断の受診者数は、小

学生 29 人、中学生 29 人の計 58 人であった。これは当初、市

教育委員会が予想していた 40 人を上回る受診者数となってい

る。 

・ 本取組による受診者のうち、不登校のこどもについては小学

生 11 人、中学生 15 人の計 26 人が確認された。その結果、取

組を実施した令和７年度と実施前の６年度の受診状況を比較

したものが下表である。小中学校いずれも取組を実施した７年

度の受診率の方が高く、本取組による効果が生じていることが

推察される。 

 

表 市の不登校のこどもの健康診断の受診状況 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 受診者数は、不登校のこどもの数のうち、内科、耳鼻咽喉科、眼科

又は歯科のいずれかを受診した者の数である。 

備考（費用等） 

・ 本取組による健康診断を受診するに当たって、保護者に費用

負担は発生しない。 

・ 会場使用料及び会場設営料は、市の教育支援センター内で同

市職員が設営等を行うため、発生しないものの、新規に各科医

師の派遣要請を行うことから、令和７年度においては２万 400

円×医師４人＝８万 1,600 円の経費を要している。なお、２万

400円という単価を決めるに当たっては、同市の就学時学校健

診の単価を適用することで、各医師会とスムーズな合意に至る

ことができた。 

・ 令和７年度では多くの利用者がみられたことから、対応した

医師からも実施してよかったとの前向きな意見があった。 

区分 不登校のこどもの数 
健康診断の受診状況 

受診者数 受診率 

小学生 
令和６年度 45 27 60.0％ 

  ７年度 58 52 89.7％ 

中学生 
令和６年度 123 53 43.1％ 

  ７年度 140 127 90.7％ 
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・ 令和８年度においては、受診者数の増加を見込む（80 人想

定）とともに、更なる受診機会の確保を図るため、開催日を２

日間に増やし、医師会及び歯科医師会への各科医師の推薦要請

も２人ずつに増やすこととしている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

また、ⅰ）に近い取組として、保健センターで小学生から高校生までの希望者を対

象とし、生活習慣病予防の観点で健康診断を実施している市町村がある。この取組は、

学校健診の代替を目的とするものではないため、内容面で異なるところはあるが、内

科医の問診、身体測定、血液検査等を含み、疾病のスクリーニングという意味で、学校

健診をある程度は代替するものと考えられる（表５-(3)-⑦）。 

 

表５-(3)-⑦ 小学生から高校生までの希望者に対し、保健センター等で生活習慣病予

防の観点から健康診断を実施している取組 

取組の内容 

実施市町村 町村 

実施主体 福祉部局等（同町村立病院に委託） 

実施経緯 

大人の糖尿病が多い町村であり、平成 13～14年頃に都道府

県から派遣された保健師の提案により、公益社団法人国民健

康保険中央会のモデル事業としてスタートした。 

取組の目的 

生活習慣病について、若年からの意識付けによる予防活動

が重要。この観点から、こどもたちの健康状態を把握し、継続

的に関わることで小中高生・保護者 ・家族・周囲の健康への関

心が高まり、予防の大切さを理解し、健康行動の見直しができ

るよう支援することを目的としている。 

実施方法 

・ 小学４年生から高校生までの希望者に、血液検査を含め

た生活習慣病予防のための健康診断 （検査項目：身体測定・

体脂肪測定・血圧測定・問診・診察 ・血液検査（脂質、肝機

能、貧血、血糖、電解質、希望により血液型診断（小学４年

生）））を実施するもの 

・ 学校健診との違いについては、眼科、耳鼻科、側わん症の

チェック、尿検査がない点。本取組では、問診はするものの、

側わん症のチェックという観点ではない。糖尿病が多い地

域柄、血液検査を主として実施している。 

・ 実施の際は対象者に対し学校からお知らせを配布しても

らっている。受けやすいようにＱＲコードからの申込みに
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対応しているほか、小中学校で使用している保護者向けの

案内ツールでお知らせをした上で、電話でも受診を促して

いる。 

・ 小中学校で受ける場合は、放課後に体育館に移動して受

診する。高校生や放課後に受けられない小中学生に対して

は、同日夜間に保健センターでも実施している。 

・ 担当する医師等について、小中学校で行う際は学校医が

担当しており、夜間に保健センターで行う際は、町村立病院

の内科医が担当している。くわえて、町村内に住んでいる看

護師から協力を得ているほか、採血については他機関から

の派遣で実施している。事務は福祉部局等で実施し、問診票

の確認や血圧測定も担当している。 

・ 受診後には個別の結果説明会に、保護者に来てもらい結

果を説明している。そのほか、野菜を摂取できるレシピを栄

養士が考えて試食を作成し、説明会に参加した保護者やこ

どもに食べてもらっている。令和７年度の説明会は２日間

で、受診者のうち約３分の２が参加した。 

実績・効果 

・ 令和６年度においては、対象となる小学４年生から高校

生までの 277 人中 128 人（46.2％）が受診。小学４年生の

受診率が最も高く（80.0％）、これは初めて本取組を受診で

きる学年であり、血液型を知りたいとして参加するこども

が多いことによるものである。以降は、学年が上がるにつれ

受診率が低下する傾向にあり、小学生の受診率は 63.7％で

あるのに対し、中学生は 40.0％、高校生は 35.2％となって

いる。 

・ 検査結果としては、正常と要指導がそれぞれ約 40～50％

であり、残りの５～10％は要精密検査と判定。要精密検査の

内容としては血液検査による貧血やコレステロール、中性

脂肪などでの異常の疑いがみられる。 

・ 不登校のこどもの親が心配し、本取組の健康診断は絶対

受けさせると考えている方もいる。学校でも保健センター

でも、場所を選べることが学校健診よりも受診しやすいの

ではないかと思われ、実際に学校にはあまり通えていない

が、本取組の健康診断は受けてくれるこどもはいる。 

・ 本町村の不登校傾向にあるこどもは、小中学校で 10人程

度とされているが、その半数程度（主に中学生）が受診して

いる状況であった。これは、不登校のこどもに限らず、過去
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に本取組の受診履歴があるものの今年度の申込みがなけれ

ば一件一件を電話して受診勧奨していることや、不登校の

こどもであれば保健センターでも受けられることを丁寧に

案内していることが影響していると思われる。 

備考（費用等） 

・ 本取組の利用者に費用負担は発生しない。 

・ 上記の実施経緯のとおり、当初はモデル事業として実施

したが、現在は全て町村の自主財源で実施 

・ 町村職員の人件費を除いて 50万円程度を要している。経

費の多くは血液検査の委託料であり、このほかに医師等へ

の謝礼や試食の作成費用などもあるため、利用できる国の

事業があればよい。 

・ 導入時は、「採血を学校でするのは不衛生」といったよう

に、学校長等に理解してもらえず大変であったと聞いてい

るが、現在は非常に協力的で学校医や教育委員会も当然実

施するものという認識ができている。そのため、学校では設

営や測定器の貸出しなどの協力も得られている。 

・ 隣接市町村でも学年を限定した同様の健康診断を実施し

ているものの受診率は低いと聞いている。これは本町村の

ように学校ではなく保健センターや医療機関のみで実施し

ていることや、毎年の実施ではないことが影響していると

思われる。本町村でも事情により受診できなかったこども

がいるため、毎年実施しない理由はない。くわえて、保健セ

ンターのみではなく学校で実施しているため、学校内かつ

こどもだけで受診できることが比較的高い受診率につなが

っている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

いずれの取組も健康診断が学校外で行われており、複数機関・施設を回る必要もな

いため、不登校のこどもやその保護者にとって利用しやすいとみられ、実際に実施市

町村では、不登校のこどもが受診しており、不登校のこどもの健康診断の受診機会確

保の観点で有効な取組と考えられる。 

ただし、こういった方法は、市町村にとって医師、会場、スタッフの確保といった運

営上の手間が生じるほか、実施日が限定されるため、心身の状況が不安定でいつでも

外出できるとは限らない不登校のこどもにとって利用できないケースが生じやすいと

いう課題もある。 
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さらに、上記のうちⅱ）については、福祉部局等の主導により、総合病院である市町

村立病院で不登校のこども向けの健康診断を実施している市町村が確認されている

（表５-(3)-⑧）。 

 

表５-(3)-⑧ 学校健診を定められた日時に受診できなかったこどもに対し、市町村立

病院において自己負担なくワンストップで健康診断を受けられるように

する取組 

取組の内容 

実施市町村 一般市 

実施主体 福祉部局等 

実施経緯 

こどもの成長を支える環境作り、こども・子育てに関する事業

を行うため、令和６年度に基金を創設。担当課は成人分野の健康

環境を担っているが、こどもが健康診断を受診しないことによ

り、その成長過程で重症化することに問題意識を有し、上記基金

の活用方策の一環として、本取組を考案。令和８年度から事業を

開始している。 

取組の目的 

①学校に来られなくても「健康を守る」、②こころの健康や生

活習慣の問題に気付く、③支援につなげるための入口、④社会と

のつながりを途切れさせない、これらの観点を取組の目的として

いる。 

実施方法 

・ 対象者は、市内在住の小中学生で、当該年度の学校健診未受

診かつ不登校又は不登校兆候があると保護者が判断した者と

している。 

・ 学校から連絡アプリで全保護者に案内を通知し、保護者が市

に申込みをすると市から受診券と問診票の送付がある。 

・ 医療機関は市立病院とし、複数科目（歯科除く。）をワンス

トップで受診することが可能。歯科は歯科医師会加入の市内歯

科医療機関で受診する。 

・ 歯科以外は保護者の希望日程を基に市と医療機関で日程を

決定し、歯科は保護者が直接予約する。 

・ 受診結果は市から保護者に送付される。保護者の同意を得た

場合は、学校にも送付される。 

・ 受診の機会を増やすため、受診可能期間は８月から３月まで

としている。 

実績・効果 －（令和８年度事業開始） 
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備考（費用等） 

・ 上記の実施経緯のとおり、本取組は市の基金を活用するた

め、保護者に費用負担は発生しない。 

・ 予算の算出に当たっては、診療報酬を基とした委託費用（小

児科・耳鼻咽喉科・眼科・心電図・尿検査・身体等計測）33万

8,000円、委託費用（歯科）13万 9,000円、その他の経費とし

て、受診券の発行（２万円）や受診券の配布（１万 2,000円）

など、計 51万 1,000円を計上した。 

・ まずは複数年度で実施し、振り返りの評価を行った上で、そ

の後の継続を検討する方針。実施に当たっては教育委員会にも

相談しており、継続する場合の運用については、教育委員会と

の調整も検討 

・ 財源に関して、国の制度で使えるものは、把握している限り

ではないものと認識している。使えるものがあれば、活用した

い。 

・ 学校健診の科目の受診のほか、発達障害の疑いがあるこども

や心理的に不安定なこどもなどについて臨床心理士に相談で

きるようにしている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

このように総合病院で健康診断の機会を設ければ、複数の科目をワンストップで受

けられるのみならず、異常が見つかった場合に速やかに精密検査や治療に移行できる。 

また、表５-(3)-⑧の市では、通常の学校健診の科目に加えて、病院の臨床心理士に

よる発達障害等についての相談対応を行うこととしており、こういった上乗せで、不

登校のこども向けに健康診断の内容を充実させることも、総合病院であれば比較的実

施しやすいというメリットもある。後述のとおり、不登校のこどもの中には、発達障

害等の精神障害を抱えている場合もあるとされるが、発達障害等に関し、相談や検査

をする機会がなかなかないとの声がアンケート調査で聴かれており、健康診断の際に

発達障害等についての相談の機会を設けることは、不登校のこどもやその保護者への

支援という観点で非常に有意義と考えられる。 

市町村立病院での健康診断は、当然、当該病院の存在が前提であり、また当該病院

を所管する福祉部局等の主体的取組が必要であるが、所管部局の協力が得られれば、

病院との調整上の困難さは比較的低く、国の財政支援により、費用面での懸念が下が

れば、実施に意欲を持つ市町村も出てくることが期待できる。 

以上より、学校医の医療機関での受診、学校外の公的施設において一日で健康診断

を受けられる機会の設定、総合病院でのこども向け健康診断の機会の設定という三つ

の対応方法を提示したが、これらにはそれぞれに長短があり、不登校のこども及びそ

の保護者並びに市町村にとって、いずれかが最適解というわけではない。市町村には、
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各地域の医療資源の状況等を勘案して、学校外における健康診断の機会を設けていく

ことが望まれる。 

他方、国としては、 「こどもまんなか実行計画 2026」において、 「いじめや不登校を

始め、こどもの悩みの背景には様々な事情が関係していることも踏まえ、学校だけで

抱え込むのではなく、教育・福祉等の地域の関係機関が連携し、地域全体でいじめ・不

登校のこどもへの支援体制の強化を図る」としている。 

こども家庭庁では、地域での連携・支援体制の構築を行う観点から、令和６年度補

正予算により「地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業」を開始してい

る （図５-(3)-②）。同事業はモデル事業として、福祉部局等を主体とし、教育委員会と

いった関係機関と連携しながら、不登校のこどもや保護者への支援メニューの開発・

実証やコーディネーターの活用による福祉部局等における支援体制の構築を行うもの

である。その中で医療や福祉などの関係機関との連携・調整についても言及されてお

り、例えば、福祉部局等が、不登校のこどもへの支援を主な目的として、上記の表５-

(3)-⑦及び⑧のような福祉部局等、教育委員会、学校及び医療機関が連携した取組を

行う場合には、同事業の活用の余地があるのではないかと考えられる。実際にこれら

の取組を実施している市町村からも、国の事業で活用できるものがあれば、利用した

いとの要望が聴かれている。こういった取組にこの事業を活用することが可能となれ

ば、新たに同様の取組を実施したいと考える市町村の増加が見込まれ、結果として学

校健診未受診者への健康診断の受診機会提供の促進に寄与するものと考えられる。 

 

図５-(3)-② 地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業 

（注） こども家庭庁の作成資料 
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なお、上記５(1)イでも言及したとおり、不登校のこどもを持つ保護者の中には、学

校からの連絡を見ないようにしている者が少なからず見受けられており、市町村が上

記のような健康診断の機会を用意した場合にその情報を不登校のこどもの家庭に届け

るためには、市町村において、学校以外のルートによる周知（市町村の広報誌に載せ

る等）も検討することが望ましい。 

 

【所見】 

こども家庭庁は、福祉部局等が不登校のこどもを対象に健康診断を実施する場

合、 「地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業」等の対象となり得るこ

とを明確にし、福祉部局等に周知することを通じて、当該取組の普及に努めること。 

 

 

(4) こどもがひきこもり状態で外出が困難な場合又は家庭環境や親子関係が複雑な場合へ

の対応 

ア アウトリーチ支援の必要性 

不登校のこどもやその家庭の状況は様々であって、中には、少数派ではあるものの、

こどもがひきこもり状態 15で外出自体が困難であったり、こどもの家庭環境や親子関

係が複雑（体罰、ネグレクト、ヤングケアラー、過干渉、生活困窮、保護者の病気や障

害等）であったりする場合もあり、本調査においても該当する事例が把握された（表

５-(4)-①）。 

 

表５-(4)-① 不登校のこどもの事情別の事例数 

 不登校のこども及びその家庭の事情 事例数 

小中学校に対す

る調査 

こどものひきこも

り・外出困難 

 15 

家庭環境や親子関

係の複雑さ 

家庭と連絡がつき難い 109 

虐待等（体罰、ネグレクト、ヤン

グケアラー、過干渉） 

47 

生活困窮 46 

保護者の病気や障害 46 

家族構成に特徴あり（ひとり親、

ステップファミリー等） 

43 

親子不和 ７ 

 
15  「ひきこもり」は、 「ひきこもりの評価 ・支援に関するガイドライン」 （表５-(4)-③）では、 「原則的には６ヵ月

以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出をしていてもよい）を指す」と

されているが、本調査では、学校や保護者からの報告・回答でひきこもりとされたこどもの正確な状態までは把握

していないため、当該こどもの状態が同ガイドラインの定義に合致するとは限らない。 
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その他（不衛生な生活環境、保護

者が高齢、保護者の信仰等） 

14 

アンケート調査 こどもの外出困難  236 
（注）１ 当省の調査結果及び保護者向けアンケート調査結果による。 

２ 小中学校に対する調査における事例数は、調査対象とした 52 校における不登校のこども 864

人に関する各校からの報告を基に当省で整理したものであり、一人のこどもの重複該当がある。 

３ アンケート調査における事例数は、不登校期間中に学校健診を一切受診していないこどもが医

療機関で健康診断を受診しなかった理由 （表３-(2)-⑤）において、 「こどもが外出することが難

しかった。」に該当する件数である。 

 

不登校のこどもの家庭環境や親子関係が複雑とは、具体的には、表５-(4)-②のよう

な事例であり、これらの事例からは、不登校やそれに伴う健康診断未受診が複雑な家

庭環境や親子関係と密接に関係している場合があることがうかがえる。 

 

表５-(4)-② 不登校のこどもの家庭環境や親子関係が複雑である主な事例 

《事例①：親の日常生活能力が低い》（Ａ市） 

・ 小学６年生。小学２年生から不登校傾向になり、その後不登校が継続 

・ こどもが在籍する小学校から市町村の福祉部局等へ、「当該児童と長期間会えて

いない」との相談あり。母親は学校からの家庭訪問を拒否していたが、福祉部局

等から母親へ連絡を取り、家庭訪問等を通じて安否確認、身体測定、生活習慣や

食事に関する指導、健康診断の勧奨、支援物資の提供等を実施 

・ 母親は、日常生活能力が低く、片付けができずに自宅はゴミ屋敷化しており、

スケジュール管理も苦手。また、親子関係がいびつで、親がこどもの意向に反す

ることができない。こどもは生活習慣の乱れ（昼夜逆転、偏食、スマホ依存、運

動不足）があり、高度肥満 

・ 学校健診は、小学５年生時は一部のみ受診、小学６年生時は全て未受診 

《事例②：親による教育・医療ネグレクト》（Ａ市） 

・ 中学３年生。小学１年生から継続して不登校 

・ 両親のうち母親が予防接種や乳幼児健診に否定的。就園後も欠席が多く途中退

園等の事情があり、就学前から福祉部局等が注視していたが、母親は福祉部局等

による家庭訪問はかたくなに拒否。就学後も母親は公教育にも否定的で、フリー

スクールを利用したり、家庭内で学習サイト等を使ったりしてこどもを教育 

・ こどもは、母親の方針で不登校が続いていたが、中学２年生時に修学旅行への

参加を希望したところ、反対する母親から強い叱責及び身体的暴力あり。こども

が利用している教育支援センターへこども本人から相談があったため、福祉部局

等が本人及び父親と面談したところ、顕著な側わん症が判明 

・ こどもは、学校健診は継続して未受診。母親の医療に関する思想的なこだわり

が強いため、通常の医療機関は受診せず、不定期で整体院等に通っていた。 

・ 側わん症を看過できないため、福祉部局等が手配し、母親には内密に、父親と

福祉部局等職員の同伴で医療機関を受診。手術が必要との診断であったが、両親
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とも非観血的治療（切らない治療）を強く希望。こども本人は大学病院の専門診

療科の診察を望んだが両親が拒否。最終的に児童相談所に送致し、一時保護及び

措置入所 

《事例③：親子ともに発達障害》（Ｂ市） 

・ 中学３年生。中学入学後不登校。学校健診の受診状況は不明 

・ こどもが在籍する中学校から福祉部局等へ、「母親が不登校のこどもの意向に逆

らえず、ストレスフルになっている家庭があり、母親を含めた支援をしてほしい」

との依頼あり。 

・ 福祉部局等が母親と面談しこどもの状況を聞き取ったところ、こどもは母親と

口論になると裸になってベランダに出たり、ヒステリックに叫んだりするなど異

常な行動を取るとのこと。母親は精神病を疑っていたが、福祉部局等は、ＡＳＤ

（自閉スペクトラム症）に起因したパニック発作と推定。また、母親にもＡＳＤ

グレーゾーンの疑いを認めた。 

・ こどもは、医療機関の受診に対する強い抵抗感を持っていたが、福祉部局等は、

母親にＡＳＤのこどもへの接し方を指導するとともに、こども及び母親のＡＳＤ

を踏まえた医療機関における検査受検やカウンセリングを調整。最終的に、医療

機関での検査結果等を家族や学校を含む関係者間で共有し、必要な配慮をするこ

とを通じて、親子関係が改善し、こどもの状態も安定 

《事例④：親がネグレクト傾向》（Ｄ町） 

・ 中学３年生。週に１回程度は登校するが、登校しても午前のみで下校。学校健

診は、中学１年生以降未受診と推測 

・ こどもが在籍する中学校から市町村の福祉部局等に、「こどもが不登校であるこ

とに関心がない保護者がおり対応に苦慮している」旨の相談があり、福祉部局等

が母親及びこどもと面談 

・ こどもの食事を祖父母に委ねるなど、元々育児を放任する傾向があったが、父

親の病気や祖父母の高齢化等で母親の負担が増し、放任傾向が加速。こどもは、

不登校期間中の偏食等の影響で肥満が進行 

・ 福祉部局等からは、教育支援センターの利用調整、医療機関の受診勧奨等の支

援を実施 

《事例⑤：生活困窮、ヤングケアラー》（Ｅ市） 

・ 小学６年生。不登校になった時期は不明だが、週１回程度教育支援センターを

利用。学校健診の受診状況は不明 

・ こどもに自殺をほのめかす発言があったため、学校だけでの対応は困難である

として、こどもが在籍する小学校から福祉部局等へ相談あり。 

・ こどもの家庭は生活困窮世帯。また、こどもは、母親から知的障害を持つ妹の

世話を任されており、それが希死念慮の原因と考えられた。 

・ 関係機関で協議し、福祉部局等、社会福祉協議会、学校、医療機関等が連携し

て、家庭とこどもの支援を行うこととした。 

《事例⑥：生活困窮、親による虐待》（Ｉ市） 
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・ 小学４年生。小学３年生から不登校 

・ こどもが在籍する小学校から福祉部局等へ、「家庭訪問をしてもこどもが部屋か

ら出てこず様子が分からない」との相談あり。福祉部局等は、家庭訪問を繰り返

したが、こどもの姿を確認できなかったため、父親に動画提供を依頼。その後、

提供を受けた動画や遠距離からの目視でこどもの姿を確認。最終的には、家庭訪

問時にこどもを現認 

・ 父母ともに理解力・判断力が乏しく、父親はパチンコ通い、母親は詐欺にあっ

て消費者金融からの借入れを繰り返しており、経済的に困窮。父親は育児に非協

力的で夫婦げんかが絶えない。 

・ こどもは、ＡＳＤがあるところへ、母親から度々心理的虐待（怒鳴る、包丁で

脅す）を受けており、その影響もあって本格的に不登校となった。 

・ 学校健診は、不登校になって以降未受診。歯科や皮膚科の疾病があり要治療の

状態であるため、福祉部局等から医療機関の受診を継続的に勧奨 

《事例⑦：生活困窮、親の日常生活能力が低い》（Ｋ市） 

・ 中学２年生。中学校入学時から不登校。学校健診の受診状況は不明 

・ こどもが在籍する中学校から福祉部局等へ、「保護者と連絡がつかず、家庭訪問

をしても気配がなく、こどもの安否が確認できない」との連絡があり、福祉部局

等が学校と一緒に家庭訪問。フードバンクの食料の提供をきっかけにして面談 

・ 当該家庭は、ＤＶを理由にして転入してきた母子世帯。母親は未診断だが知的

障害の疑いあり。自宅内はゴミが散乱し不衛生。さらに、生活困窮で電気・ガス

が止まり、食事にも事欠く状況。こどもは自閉症・情緒障害特別支援学級に在籍。

アトピー性皮膚炎で全身が乾燥し 掻痒
そうよう

感があるが未受診 

・ 面談後、生活上の支援を受けることに前向きになったため、生活保護の申請、

一時的な母子生活支援施設の利用等の支援を実施。生活保護の適用でこどもの皮

膚炎の受診・治療ができるようになったが、自宅の不衛生環境が改善されていな

いため完治せず。今後、自宅の環境改善やこどもへの支援が見込まれている。 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ いずれの事例も、福祉部局等に対する調査の結果であり、事例中のこどもは、表５-(4)-①の

「家庭環境や親子関係の複雑さ」の該当者とは限らない。 

３ 各事例の市町村名は、表５-(4)-⑨における市町村名と整合 （例えば、本表のＡ市と表５-(4)-

⑨のＡ市は同一）する。 

 

上記(3)のとおり、校外で学校健診の機会を設けることは、不登校のこどもの受診機

会を確保する観点で重要であるが、ひきこもりで外出が難しい不登校のこどもの場合、

校内・校外を問わず受診は困難である。 

また、不登校のこどもの家庭環境や親子関係が複雑な場合、こどもの不登校の程度

が重くなく、断続的であっても登校できていれば、学校内で受診できることもあり得

るが、校内で受診できないとなると、校外で受診機会が設けられていたとしても、受

診の際は基本的に保護者がこどもを同伴して健康診断会場に赴く必要があるため、表
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５-(4)-①及び②で示したような家庭環境や親子関係を踏まえると、利用は難しいこと

が想定される。 

すなわち、不登校のこどもがひきこもりで外出が難しい場合及び不登校のこどもの

家庭環境や親子関係が複雑な場合は、校内であっても校外であっても学校健診を受診

できず、学校健診の実施にこだわっても実現が難しいことが多いと考えられる。 

このような場合は、こどもの最低限の健康管理の観点から、家庭訪問を通じた安否

確認、健康状態の確認、速やかな治療を要する症状がある場合の受診治療の勧奨や受

診同行といった個別のアウトリーチ支援を行うことが現実的な対策として必要である。 

この点、アンケート調査でも、ひきこもりで学校健診を受けられなかったこどもを

持つ保護者から「専門職の職員による健康チェックの機会が（聞き取りだけでも）あ

れば安心できた。」といった声が聴かれたところであり、また、どのような方法であれ

ば健康診断が受けやすかったかというこどもに対する質問への回答では、自宅であれ

ば受けやすかったという回答が多く（表５-(2)-②）、自宅における健康状態の確認へ

のこどもの抵抗感は比較的低いと推測される。 

なお、ひきこもりや家庭環境・親子関係の改善のために必要であれば、家庭訪問等

の機会を捉えて、こどものための福祉サービスの利用勧奨や保護者に対する支援を併

せて行うことが望まれる。 

 

イ 福祉部局等によるアウトリーチ支援 

上記アで述べたアウトリーチ支援は、学校ではなく市町村の福祉部局等が行う方が

効果的・効率的な場合も多いと考えられる。その理由を整理すると以下のⅰ)からⅴ)

までのとおりである。 

ⅰ) 不登校のこどもの家庭訪問自体は、学校の教員でも可能であるが、健康状態の確

認、治療の要否の判断、受診すべき診察科目・医療機関の選択等は、一般の教員で

は難しく、福祉部局等の職員（保健師等）が行う方が適切である。 

ⅱ) ひきこもりの背景には、発達障害をはじめとした様々な精神障害があるケースが

多いとの研究結果（表５-(4)-③）があり、本調査でも、ひきこもりや外出困難な不

登校のこどもが発達障害等の精神障害を抱えているとする事例が複数みられた（表

５-(4)-④）。 

 

表５-(4)-③ ひきこもりと精神障害の関連を示した研究結果 

【ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン】 

厚生労働科学研究費補助金こころの健康科学研究事業「思春期のひきこもりをもた

らす精神科疾患の実態把握と精神医学的治療・援助システムの構築に関する研究（Ｈ

19-こころ-一般-010）」 

２．ひきこもりの定義・出現率・関連要因 

２－６ ひきこもりと精神障害 
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近年になってひきこもりには多彩な精神障害が関与しているという報告がさ

れるようになりました。例えば、精神保健福祉センターのひきこもり相談におけ

る研究（近藤ほか,2010）では、当事者との面談ができた事例の大半に精神障害

の診断が可能であることが示されました。いうまでもなく、ここでいう「精神障

害」とは ICD-10や DSM-Ⅳ-TR に記載されているすべての障害をさしています。

ひきこもりと関連の深い精神障害の主なものとしては、広汎性発達障害、強迫性

障害を含む不安障害、身体表現性障害、適応障害、パーソナリティ障害、統合失

調症などをあげることができます。 

２－７ ひきこもりと発達障害 

ひきこもりの大半の事例には多彩な精神障害が関与しており、中でも発達障

害の関与はけっして稀ではないことから、現在特に注目されています。急性期精

神科医療の現場で、30歳以下の初診患者のうち 22％がひきこもりを呈しており、

その診断は統合失調症 10 （ICD-10の F2）、神経症性障害（同じく F4）、広汎性発

達障害（同じく F8）を中心とする発達障害（中島ほか，2009）がほぼ同数だっ

たという報告もあります。また、精神保健福祉センターでのひきこもり相談来談

者の調査からも全体の 30%弱ほどに発達障害の診断がついたという報告もあり

ます（近藤ほか,2010）。このような数字が示唆するのは、発達障害の特性のいく

つかがひきこもりとの親和性を持っているのではないかという点です。また、発

達障害を持つ事例の支援にあたっては、各発達障害の認知特性に適合させた指

導プログラムや生活・就労支援が必要になりますし、また有効です。以上からひ

きこもりと発達障害との関連は大いにありそうです。 
（注） 「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」から関係箇所を当省が抜粋した。 

 

表５-(4)-④ ひきこもり・外出困難な不登校のこどもが発達障害等の精神障害を抱え

ている主な事例 

 

学年 

①健康状態・生活習慣 

不登校のこどもの事情  ②外出の可否 

③家庭事情等 

小中学校に対

する調査 

中２ ①ＡＳＤ 

②外出困難 

アンケート調

査 

中１ ①ＡＤＨＤ（注意欠如多動症）、肥満、過食、喘息、視力低下 

②外出困難 

③母親の離職、父親の無関心、兄弟の不登校 

小６ ①不安障害、チック症、境界知能、感覚過敏 

②不安の波が来ると外出拒否 

小６ ①ＡＳＤ、鬱傾向、拒食、パソコン依存 

②外出不可 

③兄弟の不登校 
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小５ ①ＡＤＨＤ及びＡＳＤ、睡眠障害、腹痛、頭痛、偏食、低体

重 

②ひきこもり 

③父親とこどもの不仲 

小４ ①ＡＳＤ、肥満 

②ひきこもり 

③母親の就業困難、兄弟の不登校 

中２ ①ＡＳＤ 

②外出困難 

小６ ①発達障害 

②外出困難 

③母親の離職及び双極性障害、父親の単身赴任 

小４ ①不安障害 

②外出不可 

中３ ①摂食障害 

②外出不可 

③母親の離職 
（注）１ 当省の調査結果並びに保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査結果による。アン

ケート調査については、悩み・不安、行政・学校への要望等に関する自由記述の回答から抽出し

た。 

   ２  「不登校のこどもの事情」の記載は、基本的に、小中学校に対する調査への回答又はアンケー

ト調査の自由記述欄の回答の表現を流用しており、例えば、「ひきこもり」と「外出不可」の違い

の確認や整理はしていない。 

 

こういった状況を踏まえると、ひきこもり状態にあるこどもには、本人の症状や

状況に応じて、専門的な医療につなげることも視野に入れた支援を行う必要がある。 

ⅲ) 虐待、生活困窮、保護者の病気や障害といった家庭環境や親子関係の問題の改善

のための支援（生活保護、生活困窮者自立支援制度、自立支援医療、こども家庭セ

ンターによる各種支援等）は、福祉部局等でなければ担えない。 

ⅳ) 上記アで示したように、家庭環境が複雑な場合、学校が家庭に接触できない（連

絡がつかない、訪問しても会えない）状況がしばしば発生する。 

アンケート調査において、健康診断を受診しなかった理由に関する質問に対し、

「学校からの連絡は見ないようにしている。」と回答した保護者が少なからずみら

れた（表５-(1)-④）ことは、学校からの接触が困難な場合があることの証左であ

る。 

学校が接触できない事情としては、保護者が学校に対する不信感や無関心から接

触を拒む、学校が接触を図る日中の放課後に保護者が仕事等で不在にしているとい

ったことがあり得るところ、福祉部局等には、保護者の拒否感が低いことや、より

幅広い時間帯で対応できる（教員の対応は、基本的に日中の放課後に限られる。）
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といった有利な点があるため、学校が接触できないケースでも接触できる可能性が

ある。 

ⅴ) 学齢期のひきこもりは、長期化 ・深刻化することもあるため、早いうちに福祉部

局等と学校が連携することにより、中学卒業前後で切れ目のない支援を行えるよう

にしておく必要がある。 

 

以上の整理は、上記アで示した不登校のこどもやその家庭の実情のほか、支援の在

り方に関する福祉部局等及び教育委員会の見解を踏まえたものであるが、福祉部局等

及び教育委員会から聴取した見解の具体例は以下のとおり。 

 

表５-(4)-⑤ 福祉部局等によるアウトリーチ支援の有用性に関する見解 

 見解 

福 祉 部 局

等 

○ こども又は保護者に学校に対する拒否感・不信感・無関心があり、

学校が連絡したり面会したりしようとしても拒否されるケースで

は、福祉部局等であれば、接触できる可能性がある。 

○ こども又は保護者が疾病、障害、生活困窮等の身体・家庭環境上

の問題を抱えている場合は、学校の教員より、福祉部局等の方が適

切に対応（医療や福祉サービス等につなげる等）できることがある。 

○ 学校の教員にこどもの家庭訪問等をする余裕がないことがある。 

○ 学校の教員は、放課後等にしか家庭訪問をする時間がないが、福

祉部局等は、学校とは異なる時間帯に接触を試みることで、家庭訪

問が実現し、こどもの安否や健康状態を確認できる場合がある。 

○ 就業定着困難、ひきこもり、高齢者虐待、生活困窮等の課題を抱

える人の過去には、小中学校在学中に不登校であったケースがみら

れる。将来の社会生活、日常生活、経済的自立に向けた予防的支援

のためには、福祉部局等が小中学校在学中から切れ目ない支援を行

うことが重要 

教 育 委 員

会 

○ 不登校等で学校健診を受診できなかったこどもの健康状態につい

ては、担任や養護教諭よりも、医療の知識がある福祉部局等の保健

師等が確認することが望ましい。 

○ 不登校で様々な困難を抱えるこどもの中には、要保護児童対策地

域協議会への登録対象にならないケースも見受けられる。こうした

こどもについても、教育委員会と福祉部局等が連携し、健康管理の

観点からの状況の把握や必要な支援につなげる体制づくりが求めら

れる。 
（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 複数の福祉部局等又は教育委員会から同種・類似の見解が聴取された場合は、一つにまとめて

いる。 
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また、小中学校に対する調査で把握された不登校のこどもに関し、各校から、福祉

部局等による支援が必要との声も聴かれており、それらの声を例示すると以下のとお

りである。 

 

表５-(4)-⑥ 福祉部局等による支援に関する小中学校の主な要望等 

学年 

令和７年度

学校健診の

受診状況 

不登校のこどもの状況と小中学校の支援要望等 

中２ 歯科、尿検

査及び身体

等計測のみ

受診 

来たり来なかったりが続いた後、めったに来なくなり、２学

期は一度も登校できていない。母親は学校からの電話を着信

拒否している。こどもに対して関心が全くない様子で、話をし

てもどこか他人行儀である。父親には電話はつながらない。留

守番電話に対しても折り返しはない。 

長期欠席が続いており、保護者との連絡も取りづらい状況

であるため、学校だけで抱え込むことなく、関係機関が保護者

への連絡や家庭訪問などのアウトリーチ支援を積極的に行う

体制が望ましいと考える。しかし、これまでの経験上、学校か

ら関係機関に情報提供を行ったとしても、関係機関の積極的

なアウトリーチ支援につながるケースは少ないと感じてい

る。 

中３ 全科目 

未受診 

中学１年生から不登校。小学１年生及び小学４年生の双子

の兄弟も不登校傾向がみられる。母親の仕事が忙しく、こども

に手をかけられない状況であり、この子が下の兄弟の面倒を

見ている。２学期の期末懇談の際、母親は、自身が病院に行く

ため、この子に懇談を欠席させ、下の兄弟の面倒を見させてい

た。 

長期欠席が続いており、保護者との連絡も取りづらい状況

であるため、学校だけで抱え込むことなく、関係機関が保護者

への連絡や家庭訪問などのアウトリーチ支援を積極的に行う

体制が望ましいと考える。しかし、これまでの経験上、学校か

ら関係機関に情報提供を行ったとしても、関係機関の積極的

なアウトリーチ支援につながるケースは少ないと感じてい

る。 

中３ 身体等計測 

以外未受診 

福祉部局等の外部機関の支援が必要と考えているが、保護

者と連絡が取れないことが多く、外部機関を紹介してもつな

がらない。保護者自身のつながる力が弱っている場合には伴

走型の支援が必要だが、学校にその余力がない。 
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中３ 身体等計測 

以外未受診 

福祉部局等の外部機関の支援が必要と考えているが、連絡

が取りづらい家庭であり、保護者もこどもの教育に関して関

心が薄い。 

中１ 尿検査以外 

未受診 

小学４年生から継続して不登校。学校は福祉部局等の外部

機関の支援が必要と考えているが、家庭との連絡がなかなか

つかず、外部機関の支援につながらない。 

中３ 全科目 

未受診 

学校は福祉部局等の外部機関の支援が必要と考えている

が、当該生徒及び保護者が外部機関等の支援に関心を示さな

い。 

中２ 全科目 

未受診 

母子家庭であり、小学校の頃、特別な事情で転校してきた。

入学してから一度も登校できていない。令和６年度は４月に

家庭訪問で一度だけ本人の顔を見ることができた。母親とは

電話はつながるが、家庭訪問は理由をつけて断られる。尿検査

等は電話でお願いするが、断られる。福祉部局等との連携・支

援が必要であると考える。 

小４ 全科目 

未受診 

親は登校しなくてもよいと思っているわけではないが、学

校に対して強い不信感を持っており、本人が行きたいと言わ

ない限り登校を促す意思はない。基本的に電話はつながらな

いが、オンラインでの連絡は可能（応答はない。）。学校からの

対応には限界があり、むしろ関係機関からの支援がほしいと

考えている。 

中３ 全科目 

未受診 

学校と保護者との間で一定のコミュニケーションは取れて

いるが、家庭環境が複雑であり、小学５年生から不登校。学校

健診の通知を出してもなかなか受診につながらず、健康状態

が把握しにくい状況。特に虐待が疑われる情報はないことか

ら、現時点では福祉部局等への情報提供は行っていないが、学

校による対応には限界があるため、福祉部局等からの積極的

な支援や関わりがほしいと考えている。 
（注） 当省の調査結果による。 

 

なお、不登校のこどもの家庭が抱える事情の一つとして、生活困窮がみられること

は、表５-(4)-①及び②で示したとおりであるが、こどもの不登校に伴って、家庭の収

入減少や支出増加が生じる場合があることにも留意すべきである。 

本調査のアンケート調査では、不登校期間中の悩みや不安を自由記述の形で保護者

等に尋ねたが、その回答には、 「不登校になったこどものケアのため、仕事を辞めたり、

減らしたり、正規職からパートタイムに変えたりせざるを得ず、収入が減った。」、 「こ

どもが家にいることで生じる食費や水道光熱費、フリースクールの利用料や交通費等

で出費がかさむ。」といった旨の収入や支出についての悩みや不安を訴える声が、表５

-(4)-⑦のとおりみられた。 
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特にひとり親家庭の保護者からは、表５-(4)-⑧にあるように、こどもの不登校で就

労が困難になり、それに伴う世帯収入減少で生活が苦しいとの声が聴かれており、生

活困窮が懸念される。 

福祉部局等には、不登校と家庭の生活困窮の関連性への認識を持って、該当するこ

どもや家庭への支援を必要に応じて行うことが求められる。 

 

表５-(4)-⑦ アンケート調査において経済上の悩みや不安を訴える回答 

 該当する回答件数 

（自由記述欄の回

答件数 1,518 件に

占める割合） 

左記のうち保

護者がひとり

親と回答した

件数 

① 就労・収入に関する不安や悩み 116 （7.6％） 11 

② 支出（生活費、教育費等）に関する不安や

悩み 
137 （9.0％） ４ 

③ ①及び②の双方に該当 102 （6.7％） ７ 

合計 355（23.4％） 22 
（注）１ 当省の保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査における悩み・不安、行政・学校

への要望等に関する自由記述の回答から抽出した。 

２ 就労・収入及び支出の双方に関する不安や悩みを訴えている回答は、③のみに計上している （①

又は②と③との間に重複計上はない。）。 

 

表５-(4)-⑧ アンケート調査におけるひとり親の主な回答 

《事例①》 

・ こどもが３人とも完全不登校で、福祉サービスを利用し、児童精神科にも通院

している。 

・ フルタイムで働くシングルマザー。通院等のために仕事を休むことも多い。収

入は手取りで月 10万円台と低く、生活は非常に厳しい。 

・ こどもたちは生活リズムが乱れて、食事が不規則になりがちで、健康面が不安。

長女はフリースクールに所属しているが、利用料が高額で大きな負担。今後、３

人ともフリースクールや通信制高校を利用することになった場合、費用の総額が

払えない水準になることが強い不安 

・ 現在は高齢の両親と同居しており、両親が無理をして働いていることで何とか

生活が成り立っているが、大人が一人でも欠けると生活が崩壊しかねない。 

《事例②》 

・ シングルマザー。こどもの不登校を見守るため介護休暇を取得。手当は社会保

険料と税金を差し引くと生活できる額ではない。 

《事例③》 

・ シングルマザー。養育費は一切なく、親の支援もなく１人でこども３人を育て

ている。 
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・ ダブルワークをしていたが、不登校のこどものことを見てあげられないので、

一つ仕事を辞めた。 

・ 光熱費や税金などを支払うと食費がほとんど残らない。 

《事例④》 

・ 母子家庭で祖父母は既に他界。不登校のこどもがホームスクーリングしている

ため、仕事はパートしかできず、収入が少ない。 

・ 不登校のこどもは、ＨＳＣ（Highly Sensitive Child）の傾向が強く、精神的

に非常に不安定な状態にあった。他人を信用できず病院受診も困難 

・ 給食を食べられないため、食費が家計を苦しめた。こどもの居場所を探したが

県外で高額なため、ホームスクーリングを選択。パソコンのコンテンツの購入代

等もかかっている。 
（注） 当省の保護者向け及びこども（高校生）向けアンケート調査における悩み・不安、行政・学校へ

の要望等に関する自由記述の回答から抽出した。 

 

ウ 学校と福祉部局等の間の連携 

福祉部局等がアウトリーチ支援に取り組む場合、不登校のこども本人や保護者に援

助希求の能力があり、自力で相談先にたどり着ければ、福祉部局等の支援は届きやす

いが、表５-(4)-②及び⑥の事例にもあるように、不登校のこどもの家庭が相談先を探

して支援を求める余裕・能力がない場合や当該家庭が支援を要する状態だと自分で気

付いていない又は支援を拒否する場合は、支援が困難である。特に後者の場合は事態

が深刻といえる。 

こういったケースを支援につなげるためには、学齢期のこども全員を（状況が不明

というケースも含めて）把握している学校が、こどもの姿が見えない、保護者と連絡

が取れないといった懸念や不安を福祉部局等と共有し、福祉部局等におけるアウトリ

ーチ支援の検討の 俎
そ

上に載せることが望まれる。 

その観点で調査対象とした 28市町村における状況をみると、福祉部局等が学校と連

携して、不登校のこどもやその家庭に対し、健康管理やその他の観点での支援に積極

的に取り組んでいる市町村は、表５-(4)-⑨のように複数あり、それらの市町村では、

取組を通じて、複雑な事情を抱えた不登校のこどもやその家庭に支援を届けられた事

例 （表５-(4)-②）を確認できたが、こういった取組を行っている市町村は一般的とは

言い難い。 

連携が広く普及していない事情は様々あると推測されるが、学校及び福祉部局等か

らは、個人情報の共有に関する懸念や学校の教員が外部のどこに相談して良いか分か

らないといった事情があるとの声が聴かれたところであり、円滑な連携のためには、

普段から、個人情報の共有に係る懸念なしに、気軽に相談・連絡できる仕組みを教育

委員会、学校及び福祉部局等の間で構築しておくことが重要と考えられる。 
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表５-(4)-⑨ 不登校のこどもやその家庭に対する学校と連携した福祉部局等による

アウトリーチ支援の取組の主な事例 

市
町
村 

①福祉部局等がこどもの情報を入手するルートの例 

支援の ②福祉部局等が情報を入手する際の保護者同意の有無等 

取組  ③福祉部局等が支援対象とするこども及びその家庭の範囲 

④福祉部局等による支援方法や内容の例 

備考 

Ａ市 ① 学校から福祉部局等への連絡・相談 

② 学校から連絡・相談がある案件は、学校が接触できないケー

スが多く、その場合保護者の同意はない。 

③ 対象を限定はしていないが、学校が保護者と接触できない、

こどもの安否が確認できない、保護者と接触できていても家庭

に何かしらの問題があると思われるといった場合に福祉部局

等が対応 

④ 福祉部局等の職員（保健師等）が家庭訪問等で保護者及びこ

どもと面談し、健康状態の確認、身体測定、保健指導、支援物

資の提供、受診治療の勧奨等を行う。 

 

Ｂ市 ① 学校から福祉部局等への連絡・相談や福祉部局等が各校で行

っている相談会等を通じて情報を入手 

② 同意がない場合もある。 

③ 対象は限定しておらず、教員が気になるこどもやその家族が

抱える課題に関し、教育現場では対応が難しいと思った場合は

福祉部局等へ積極的に相談してもらうよう学校に周知してい

る。 

④ 福祉部局等の職員（精神保健福祉士等）による親子関係改善

に向けた保護者への指導、発達障害検査の受検やカウンセリン

グ勧奨、福祉サービス利用や療育手帳取得の調整等 

重層的支

援体制整

備 事 業

（厚生労

働省）を

利用 

Ｃ市 【取組１】 

① 学校の欠席日が一定数以上になった場合に、学校からこども

の家庭へ、福祉部局等の不登校支援相談窓口を案内するメール

を一律送付。当該メールを見た保護者が相談窓口へ支援を申し

込む。 

② 保護者からの支援申込みに基づく。 

③ 上記①のとおり。 

④ 福祉部局等の職員（心理専門職）による家庭訪問・面談 

【取組２】 

① 学校から福祉部局等への連絡・相談 

② 同意がない場合もある。 

③ 長期間の不登校でこどもの健康状態や生活状況が把握でき

ない場合、家庭に生活困窮、精神疾患、ひきこもり等の複合的

問題が存在する場合等 

取 組 ２

は、重層

的支援体

制整備事

業を利用 
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④ 福祉部局等の職員（ソーシャルワーカー等）による家庭訪問・

面談、こどもの居場所確保、保護者の就労・医療相談等 

Ｄ町 ① 重層的支援体制整備事業の中で設置したＳＳＷ（スクールソ

ーシャルワーカー）や学校から情報を入手 

② 同意がない場合もある。 

③ 範囲について特段の制限なし。ＳＳＷや学校から相談・依頼

があれば、基本的に対応 

④ 福祉部局等の職員（保健師等）が家庭訪問し、安否及び健康

状態の確認、受診治療の勧奨、受診同行等を行う。 

重層的支

援体制整

備事業を

利用 

Ｅ市 ① 重層的支援体制整備事業の枠組みで開催している会議の中

で、福祉部局等を含め関係機関が情報共有 

② 同意がない場合もある。 

③ 対象は限定していない。 

④ 福祉部局等の職員による家庭訪問 

重層的支

援体制整

備事業を

利用 

Ｆ市 ① 重層的支援体制整備事業の枠組みで開催している会議の中

で、福祉部局等を含め関係機関が情報共有 

② 同意がない場合もある。 

③ ①の会議の中で、個々の案件ごとに支援の要否等を検討 

④ 福祉部局等の職員（保健師）が家庭訪問し、健康状態の確認、

受診治療の勧奨等を行う。 

重層的支

援体制整

備事業を

利用 

Ｇ市 ① 福祉部局等による定期的な巡回学校訪問や学校から福祉部

局等への相談等で情報を入手 

② 同意がない場合もある。 

③ 学校の教員が訪問してもこどもと会えないケースが多い。 

④ 福祉部局等の職員（家庭相談員、保健師等）が家庭訪問によ

り、健康状態も含めた安否の確認を実施。必要に応じ、受診治

療の勧奨等を行う。 

 

Ｈ市 ① 学校が不登校のこどもの家庭訪問等の初期対応を行った後

に行うケース会議に、福祉部局等が参加し、情報を入手 

② 同意がない場合が多い。 

③ 基本的に、不登校のこどもで家庭環境に問題があるケースを

支援対象としている。 

④ 福祉部局等の職員（保健師）が家庭訪問し、健康状態を確認。

必要に応じ、受診治療の勧奨、受診同行等を行う。 

 

Ｉ市 ① 学校や教育委員会から福祉部局等へ協力依頼がある。 

② 市では、日頃から学校で保護者に対し、こどもの安否を確認

できないなど必要な場合には、学校から福祉部局等に対して情

報提供を行うことを説明（同意を得る・得ないではなく、当然

に情報提供が行われるものであると説明）している。このため、
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福祉部局等が保護者に接触する際には、学校から情報提供があ

ったことを告げている。 

③ 基本的には、学校が保護者と連絡が取れず、こどもの安否や

健康状態が確認できないケースを支援対象としている。 

④ 福祉部局等の職員（保健師等）が家庭訪問し、健康状態を確

認。必要に応じ、受診治療の勧奨、受診同行等を行う。 

Ｊ市 ① 学校から福祉部局等への連絡・相談 

② 同意がない場合もある。 

③ 学校が保護者と連絡が取れず、こどもの安否が確認できない

ケースを基本的な支援対象とするが、それに限定はしていな

い。 

④ 福祉部局等の職員（保健師等）が家庭訪問し、健康状態を確

認。必要に応じ、受診治療の勧奨等を行う。 

 

Ｋ市 ① 学校から福祉部局等への連絡・相談 

② 同意がない場合もある。 

③ 基本的には、こどもの安否や健康状態が確認できないケース

を支援対象としている。 

④ 福祉部局等の職員（保健師等）が家庭訪問し、健康状態を確

認。必要に応じ、受診治療の勧奨、受診同行等を行う。 

 

Ｌ町 ① 学校から福祉部局等への連絡・相談 

② 学校から福祉部局等へ連絡がある案件は、学校が接触できな

いケースであり、基本的に保護者の同意はない。 

③ こどもが正当な理由なく学校を７日以上欠席し、学校が電話

や家庭訪問によって家庭への接触を試みても実現せず、こども

の安否や健康状態を確認できない場合 

④ 福祉部局等の職員（保健師等）が家庭訪問し、健康状態を確

認。必要に応じ、受診治療の勧奨、受診同行等を行う。 

 

（注）１ 当省の調査結果による。 

２ 表中の②について、保護者の同意がない場合における情報共有は、ケースに応じて、社会福祉

法（昭和 26 年法律第 45 号）、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）等の各種規定に基づくもの

と整理されている。 

 

困難に直面するこどもへの支援に係る関係機関の連携の仕組みの中で全国的に普及

しているものとして、児童福祉法に基づき要保護児童及び要支援児童を対象として行

われる連携がある。 

具体的には、児童福祉法において、要保護児童を発見した者は市町村等に通告しな

ければならない旨の規定があるほか、児童の医療、福祉又は教育に関連する職務に従

事する者は、「要支援児童等」16と思われる者を把握したときは、当該者の情報を市町

 
16 要支援児童等とは、児童に関しては、保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童 （要支援児童）

及び保護者に監護させることが不適当であると認められる児童 （要保護児童の一類型）をいう（児童福祉法第６条

の３第５項）。 
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村に提供するよう努めなければならないとされており、さらに、情報の提供を受けた

市町村は、協議会 （要保護児童対策地域協議会）を置いている場合、同協議会で情報を

共有するとともに、支援の内容に関する協議を行うこととされている 17。 

ただし、本調査では、 「児童福祉法に基づく連携の対象は、保護者からの虐待が疑わ

れる等の深刻な事案に限られると理解しており、虐待とまではいえない又は状況が分

からないような不登校事案に関する連携は難しい」といった声が複数の学校等から聴

取された。 

児童福祉法に基づく連携の対象となるこどもは、以下の要保護児童及び要支援児童

であり、虐待事案に限られているわけではないが、不登校のこどもの場合、本人や家

庭の状況がよく分からなかったり、保護者や家庭に大きな問題があるわけではなかっ

たりするため、要保護や要支援への該当性が不明又は希薄なケースも多く、学校現場

の教員にとって、協議会を通じた情報提供を行い難いところがあるものと考えられる。 

   ・要保護児童：保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適当であると

認められる児童（児童福祉法第６条の３第８項） 

   ・要支援児童：保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童（要保

護児童を除く。）（児童福祉法第６条の３第５項） 

 

他方、対象の世代・属性を問わない幅広い支援の仕組みとして、厚生労働省は、重層

的支援体制整備事業を実施している（図５-(4)-①）。 

この重層的支援体制整備事業は、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応

する包括的な支援体制を構築するため、市町村において、属性を問わない相談支援、

参加支援及び地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業であり、社会福祉法の

令和２年改正で同法に規定され、厚生労働省は、３年度以降、交付金の交付等を通じ

て、事業を推進している。 

 

 
17 児童福祉法において、要保護児童に関する通告義務は第 25条、市町村への情報提供は第 21 条の 10 の５、要保

護児童対策地域協議会は第 25条の２でそれぞれ規定 
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図５-(4)-① 重層的支援体制整備事業について（イメージ） 

（注） 厚生労働省の作成資料から関係箇所を当省が抜粋した。 

 

重層的支援体制整備事業は、図５-(4)-①のとおり、複数の事業で構成されているが、

これらのうち、関係機関の連携や支援を要する者の掘り起こしの機能を主に担うのが、

「多機関協働事業」と 「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」である。それぞれの

事業の基本的な内容は、表５-(4)-⑩のとおりとされている。 

また、重層的支援体制整備事業の実施に当たっては、多職種・多機関の連携・協働が

重要であることから、同事業を行う市町村は、社会福祉法に基づき、支援関係機関等

により構成される「支援会議」を置くことができるとされているが、その概要は、図５

-(4)-②のとおりである。 

社会福祉法において、支援会議は、支援関係機関等に対し資料又は情報の提供、意

見の開陳その他必要な協力を求めることができる一方、求めを受けた支援関係機関等

は、これに協力するよう努めるものとされ、さらに同会議の従事者には守秘義務がか

けられており、これらの措置によって、地域で関係機関等が各々把握していながらも

支援が届いていない個々の事例の情報の共有や地域における必要な支援体制の検討の

円滑化が図られている。 

 

表５-(4)-⑩ 多機関協働事業及びアウトリーチ等を通じた継続的支援事業について 

【多機関協働事業とは】 

○ 市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する 



74 

 

多機関協働事業は、重層的支援体制整備事業に関わる関係者の連携の円滑化を

進めるなど、既存の相談支援機関をサポートし、市町村における包括的な支援体

制を構築できるよう支援する。 

○ 重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす 

重層的支援体制整備事業の支援の進捗状況等を把握し、必要があれば既存の相

談支援機関の専門職に助言を行うなど、市町村全体の体制として伴走支援ができ

るように支援する。 

○ 支援関係機関の役割分担を図る 

単独の支援機関では対応が難しい複雑化・複合化した事例の調整役を担い、支

援関係機関の役割分担や支援の方向性を定める。 

【アウトリーチ等を通じた継続的支援事業とは】 

○ 支援が届いていない人に支援を届ける 

複数分野にまたがる複合化・複雑化した課題を抱えているために、必要な支援

が届いていない人に支援を届ける。 

○ 会議や関係機関とのネットワークの中から潜在的な相談者を見付ける 

各種会議や支援関係者との連携を通じて、地域の状況などにかかる情報を幅広

く収集し、ニーズを抱える相談者を見付ける。 

○ 本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く 

本人と直接対面したり、継続的な関わりを持つために、信頼関係の構築に向け

た丁寧な働きかけを行う。 
（注） 厚生労働省の作成資料から関係箇所を当省が抜粋した。 

 

図５-(4)-② 支援会議について 

（注） 厚生労働省の作成資料から関係箇所を当省が抜粋した。 
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上記のとおり、重層的支援体制整備事業においては、多職種・多機関の連携・協働が

重要であることから、厚生労働省は、市町村等における分野を超えた部局横断的な連

携体制を整備するため、自治体に対し、同事業と関係制度等との連携に関する一連の

通知を発出している。 

その中で、 「福祉部局」と 「教育部局」との連携を図るべき旨の通知も発出されてい

るが、その主な内容は表５-(4)-⑪のとおりであり、多機関協働事業、アウトリーチ等

を通じた継続的支援事業等の実施において、福祉部局と学校、教育委員会等の教育部

局との連携を求めている。 

  

表５-(4)-⑪ 重層的支援体制整備事業と教育施策との連携について 

重層的支援体制整備事業と教育施策との連携について 

（令和３年３月 29 日付け社援地発 0329 第 15 号厚生労働省社会・援護局地域福祉

課長） 

市町村において、複雑化・複合化した課題を抱える幼児児童生徒やその保護者等

（以下「児童生徒等」という。）に対する支援を行う際には、福祉部局と学校、教育

委員会等の教育部局との連携が必要不可欠 

多機関協働事業者においては、学校や、家庭教育支援等の取組を通して児童生徒

等の状況を把握している教育委員会、都道府県私立学校主管課（以下「学校等」と

いう。）より課題の解きほぐし等が必要と考えられる児童生徒等がつながれた場合

には、適切に情報共有し、支援をしていただきたい。逆に、多機関協働事業者が児

童生徒等に対する支援を行う場合は、学校や教育委員会に情報提供や支援の引き継

ぎ等を行うことも重要であり、多機関協働事業者と学校や教育委員会の間の連携体

制を構築することが重要である。 

課題の深刻化を防ぐためには、自ら支援を求めることが難しい者や、課題に対す

る自覚がない者といった潜在的な相談者を把握し、早期に関わりを作り、アウトリ

ーチ等を通じた支援をすることが重要である。アウトリーチ支援事業者においては、

学校等よりアウトリーチ等の支援によって早期の支援が必要と考えられる者がつな

がれた場合には、適切な情報共有と支援の引き継ぎを行っていただきたい。また、

アウトリーチ支援事業者においても、児童生徒等に対する支援を実施する場合は、

学校や教育委員会と適切に連携していただきたい。 

複雑化・複合化した課題を抱える児童生徒等を早期に発見し、児童生徒等の状況

を踏まえて適切な支援を行うためには、児童生徒等の状況の把握に努めている学校

との情報共有を行う必要がある。このため、多機関協働事業者や包括的相談支援事

業者等の相談支援職員は、定期的に学校関係者と情報共有を行う場を設けるなど学

校関係者と連携体制を構築することが重要である。 
（注）１ 厚生労働省の通知から関係箇所を当省が抜粋した。 

２  「多機関協働事業者」とは、市町村から多機関協働事業を受託している事業者がいる場合は当

該事業者を、受託事業者がいない場合（市町村が自ら行っている場合）は市町村を指す。 
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３  「アウトリーチ支援事業者」とは、市町村からアウトリーチ等を通じた継続的支援事業を受託

している事業者がいる場合は当該事業者を、受託事業者がいない場合（市町村が自ら行っている

場合）は市町村を指す。 

 

表５-(4)-⑨で挙げたように、不登校のこどもやその家庭に対し、福祉部局等が学校

と連携してアウトリーチ支援を行っている市町村の中には、重層的支援体制整備事業

を利用している市町村が複数あるが、これらの市町村においては、支援会議を利用し

ながら、多機関協働事業やアウトリーチ等を通じた継続的支援事業を展開することで、

個人情報の取扱いに係る懸念なく、福祉部局等が学校との連携を取っている状況がみ

られた。 

社会福祉法において、包括的な支援体制の整備は、全ての市町村の努力義務とされ

ている一方、重層的支援体制整備事業の実施は、その一つの具体的な施策であって必

須ではないが、同事業を利用した方が関係機関の理解を得やすいこと、国の財政支援

で体制を構築しやすいこと、個人情報の取扱いに関する懸念を払拭できることなどか

ら、同事業のメリットは大きいとする見解が、同事業を利用している複数の市町村か

ら聴取された。 

社会福祉法については、地域の実情に応じた包括的な支援体制の拡充等を内容とす

る改正法が令和８年６月に成立 18しており、その中では、小規模市町村における包括

的な支援体制の整備を促進する事業 19が新設されたほか、従来は、重層的支援体制整

備事業の実施が前提となっていた支援会議 （図５-(4)-②）の設置を全ての市町村で可

能にするといった見直しが行われた。そのため、今後は、不登校のこどもやその家庭

への支援を充実させる観点から、重層的支援体制整備事業を含めた改正後の社会福祉

法のスキームを活用し、学校と福祉部局等の間の連携を強化することが望まれる。 

なお、学校と福祉部局等の間の情報連携がうまくいっても、対象家庭の保護者の同

意を得ていないと、福祉部局等が実際に保護者に接触する際の説明が難しいという課

題が多くの福祉部局等から聴かれた。 

この課題については、共通の解決策があるわけではなく、それぞれの事情に応じた

ケースバイケースの工夫（例えば、最初の接触は学校において教員同席で行う等）が

必要であるが、中には、日頃から学校で保護者に対し、こどもの安否が確認できない

等、必要な場合には学校から福祉部局等へ情報提供すると説明しておき、その前提で、

福祉部局等が保護者に接触する際は、学校から情報提供を受けた旨を告げることとし

ている市町村もあり、こういった運用は、上記のような課題に悩む市町村にとって参

考になると考えられる。 

 

 

 
18 社会福祉法等の一部を改正する法律（令和８年法律第 51 号）。小規模市町村における包括的な支援体制の整備

を促進する事業の新設や支援会議の設置に係る改正事項は、令和９年４月１日施行 
19 小規模市町村地域支援連携協働体制整備事業 
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【所見】 

不登校のこどもやその家庭に対し、健康管理やその他の観点での支援を実施する

上で、学校を含む市町村内での連携が重要であることに鑑み、厚生労働省は、社会

福祉法に基づく包括的な支援体制が有用であることを取組事例の紹介等を通じて福

祉部局等に周知し、令和８年の同法改正を踏まえた包括的な支援体制の普及促進を

図ること。 

文部科学省は、上記連携の重要性について、教育委員会に対し周知すること。 

 

エ 福祉部局等による支援の在り方 

重層的支援体制整備事業の利用等を通じた学校との連携により、福祉部局等が支援

を要する不登校のこどもを把握した場合、上記アでも述べたように、福祉部局等には、

職員による家庭訪問等を通じて、安否確認、健康状態の確認、速やかな治療を要する

症状がある場合の受診治療の勧奨や受診同行といった個別支援を行うことが望まれる。 

また、このような接触を通じて、こどもや保護者が支援を受けることに前向きにな

ることが前提ではあるが、こどもが発達障害等の障害を抱えていそうな場合は、検査

や治療につなげることも考えられる。 

くわえて、家庭環境や親子関係が複雑な場合は、保護者やその他の家族が抱える課

題の解決のための支援も必要である。 

本調査では、表５-(4)-②及び⑨のとおり、上記に沿った支援が行われている事例や

取組が複数把握されているが、一方で、市町村からは、福祉部局等の職員によるアウ

トリーチ支援を充実させるには福祉部局等の予算や体制に課題があり、国の支援がほ

しいとの見解も聴かれた。 

国は、近年、国庫補助等を通じて、様々な困難に直面するこどもに対するアウトリ

ーチ支援に関する取組を推進しているが、不登校のこどもに対するアウトリーチ支援

に関しては、上記(3)イで触れたこども家庭庁の 「地域における不登校のこどもへの切

れ目ない支援事業」を利用することが可能と考えられる。 

ついては、こども家庭庁には、上記事業の周知を通じて、福祉部局等による学校と

連携したアウトリーチ支援の普及を図ることが求められる。 

 

【所見】 

 こども家庭庁は、福祉部局等がアウトリーチ等の方法で不登校のこどもの健康管

理に取り組む場合、「地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業」等の対

象となり得ることを明確にし、福祉部局等に周知することを通じて、当該取組の普

及に努めること。 

 




